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生活困窮者就労準備支援事業費等の国庫補助について 

 

 

 

 標記の国庫補助金の交付については、別紙「生活困窮者就労準備支援事業費等補助

金交付要綱」により行うこととされ、平成30年４月１日から適用することとされたの

で通知する。 

 各都道府県知事におかれては、貴管内市区町村に対する周知につき、配慮願いたい。 

  



別紙 

 

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱 

 

（通則） 

１ 生活保護法（昭和25年法律第144号）第75条第２項、生活困窮者自立支援法（平成

25年法律第105号）第15条第２項、第３項及び第４項の規定に基づく国庫補助金及び

生活保護適正化等事業費については予算の範囲内において交付するものとし、生活

保護法、生活困窮者自立支援法、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）、補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法施行令」とい

う。）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12年
厚生省

労働省令第６号）の規定による

ほか、この交付要綱の定めるところによる。 

 

（交付の目的） 

２ この補助金は、地方自治体等が地域の実情に応じて、生活困窮者や生活保護受給

者などの地域の要援護者に対して自立・就労に向けた様々な支援サービスを総合的、

一体的に提供することによりその自立を促進するとともに、生活保護制度の適正実

施を推進することを目的とする。 

 

（交付の対象） 

３ この補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

 

（１）生活困窮者就労準備支援等事業 

ア 就労準備支援事業 

      生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（平成27年７月27日社援発0727

第２号「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について」の別紙。以下「実

施要綱」という。）の別添３に基づき、都道府県、市（特別区を含む。）

及び福祉事務所を設置する町村が、就労に向けた準備が整っていない生活

困窮者に対して、一般就労に向けた準備としての基礎能力の形成からの支

援を、計画的かつ一貫して実施する事業。 

イ 被保護者就労準備支援等事業 

実施要綱の別添４に基づき行う以下の事業。 

（ア）都道府県、市（特別区を含む。）及び福祉事務所を設置する町村が、就

労意欲が低い者や基本的な生活習慣に課題を有する者など就労に向けた

課題をより多く抱える被保護者に対し、就労支援にあわせて、就労意欲の

喚起や一般就労に従事する準備としての日常生活習慣の改善を計画的か

つ一貫して行う事業。 

（イ）都道府県、指定都市及び中核市又は市（特別区を含む。）及び福祉事務

所を設置する町村（補助対象施設の所在自治体に限る。）が、無料低額宿



泊所及びその関連小規模施設グループにおいて利用者に対して積極的な

自立・就労支援に取り組む事業者を支援する事業並びに都道府県、市（特

別区を含む。）及び福祉事務所を設置する町村が同事業（居宅生活移行支

援事業に限る。）を適切に実施することができると認められる社会福祉法

人、一般社団法人、一般財団法人又は特定非営利活動法人に対し補助する

事業。 

（ウ）都道府県、市（特別区を含む。）及び福祉事務所を設置する町村が、保

護廃止が見込まれる世帯や大学等への進学を検討している高校生等のい

る被保護世帯からの相談に応じ支援する事業。 

（エ）都道府県、市（特別区を含む。）及び福祉事務所を設置する町村が、職

員の資質向上のための研修を実施する事業及び個別支援プログラムを整

備し実施する事業（（ア）の事業、社会的な居場所づくり支援事業及び居

住の安定確保支援事業を除く。）。 

ウ 一時生活支援事業 

実施要綱の別添５に基づき、都道府県、市（特別区を含む。）及び福祉事

務所を設置する町村が、一定の住居を持たない生活困窮者に対し、一定の期

間内に限り、宿泊場所の供与、食事の提供及び衣類その他日常生活を営むの

に必要となる物資の貸与又は提供により、安定した生活を営めるよう支援を

行う事業。 

エ 家計改善支援事業 

実施要綱の別添６に基づき、都道府県、市（特別区を含む。）及び福祉事

務所を設置する町村が、家計に課題を抱える生活困窮者からの相談に応じ、

家計に関するアセスメントを行い、家計の状況を「見える化」し、家計改善

の計画・家計に関する個別のプランを作成し､利用者の家計管理の意欲を引

き出す事業。 

オ 生活困窮世帯の子どもに対する学習支援事業 

実施要綱の別添７に基づき、都道府県、市（特別区を含む。）及び福祉

事務所を設置する町村が、貧困の連鎖を防止するため、生活保護受給世帯

を含む生活困窮世帯の子どもを対象として、学習支援、居場所の提供や進

路相談等を行う事業。 

    カ 都道府県による市町村支援事業 

      実施要綱の別添８に基づき、都道府県が市町村に必要な助言、情報提供

その他の援助を行い、事業の円滑な実施を推進する事業。 

キ 福祉事務所未設置町村による相談事業 

      実施要綱の別添９に基づき、福祉事務所を設置していない町村において、

一次的な相談支援として、生活困窮者及び生活困窮者の家族その他の関係

者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言、都道府県との連絡調整

等を行う事業。 

ク その他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業 

（ア） 実施要綱の別添10に基づき、都道府県、市（特別区を含む。）及び



福祉事務所を設置する町村が、地域の実情に応じた生活困窮者の自立

の促進に資する取組等を推進する事業。 

（イ） 「生活福祉資金の貸付けについて」（平成21年７月28日厚生労働省

発社援0728第９号本職通知）に基づき、都道府県社会福祉協議会が実

施する生活福祉資金貸付事業の貸付事務の運営費に対し都道府県が

補助する事業。 

（ウ） 実施要綱の別添11に基づき、都道府県、指定都市又は市区町村が、

ひきこもり対策を推進するための体制を整備し、ひきこもりの状態に

ある本人や家族等を支援することにより、ひきこもりの状態にある本

人の自立を促進し、本人及び家族等の福祉の増進を図る事業。 

（エ） 実施要綱の別添12に基づき、都道府県社会福祉協議会又は指定都市

社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業に対し都道府県又

は指定都市が補助する事業。 

（オ） 実施要綱の別添13に基づき、都道府県、指定都市、中核市又は市区

町村が実施する地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤

づくり事業及び同事業を適切に実施することができると認められる

社会福祉協議会、社会福祉法人、特定非営利活動法人等の団体に対し

都道府県、指定都市、中核市又は市区町村が補助する事業。 

（カ） 実施要綱の別添14に基づき、都道府県、指定都市又は中核市が、民

生委員・児童委員を対象にした各種研修を実施する事業。 

（キ） 実施要綱の別添15に基づき、熊本県又は熊本市が実施する熊本地震

における被災者見守り・相談支援等事業及び同事業を実施する熊本県

の管内市町村（熊本市は除く。）に対し熊本県が補助する事業並びに

同事業を適切に実施することができると認められる社会福祉協議会、

社会福祉法人、特定非営利活動法人等の団体に対し熊本県又は熊本市

が補助する事業。 

 

（２）地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業 

    実施要綱の別添16に基づき、都道府県又は市区町村が実施する地域力強化推

進事業、多機関の協働による包括的相談支援体制構築事業及び都道府県事業。 

 

 （３）生活保護適正化等事業 

    ア 生活保護適正実施推進事業 

実施要綱の別添17に基づき、都道府県、指定都市、中核市又は市区町村

（町村については福祉事務所を設置している町村に限る。）が、生活保護

の適正な運営を確保するため、生活保護法施行事務監査、レセプトを活用

した医療扶助適正化事業等による医療扶助の適正化、都道府県等による管

内福祉事務所に対する生活保護業務の支援、収入資産調査の充実強化等に

よる認定事務の適正化、警察との連携協力体制強化等、各種適正化の取組

を推進する事業。 



イ 自立支援プログラム策定実施推進事業 

      実施要綱の別添18に基づき、都道府県、市（特別区を含む。）及び福祉

事務所を設置する町村が、地方自治体における自立支援プログラムの策

定・実施を推進するため、生活保護受給者等の自立支援のための社会的な

居場所づくりや居住の安定確保を支援する事業。 

    ウ 地域福祉増進事業 

（ア） 実施要綱の別添19、20、22、24に基づき、都道府県、指定都市、中

核市又は市が実施する地域社会の支えを必要とする要援護者の自

立・就労を支援するため、福祉人材の養成・確保等により、地域社会

におけるセーフティネット機能を整備する事業。 

また、実施要綱の別添21から23までに基づき、同事業を適切に実施

することができると認められる外国人介護福祉士候補者受入施設、社

会福祉協議会又は社会福祉法人等の団体に対し都道府県又は指定都

市が補助する事業。 

（イ） 「生活福祉資金の貸付けについて」（平成21年７月28日厚生労働省

発社援0728第９号本職通知）及び「臨時特例つなぎ資金の貸付けにつ

いて」（平成21年７月28日厚生労働省発社援0728第10号本職通知）に

基づき、都道府県社会福祉協議会が実施する生活福祉資金貸付事業及

び臨時特例つなぎ資金貸付事業の貸付原資に対し都道府県又は指定

都市（生活福祉資金貸付事業に限る。）が補助する事業。 

（ウ） 「介護福祉士修学資金等の貸付けについて」（平成30年２月１日厚

生労働省発社援0201第２号本職通知）に基づき、都道府県が介護福祉

士又は社会福祉士の資格の取得を目指す学生に対する修学資金等の

貸付けを行う事業及び都道府県が適当と認める団体が実施する介護

福祉士又は社会福祉士の資格の取得を目指す学生に対する修学資金

等の貸付原資等に対し都道府県が補助する事業（介護福祉士修学資金

等貸付事業）。 

（エ） 「社会福祉推進事業実施要領について」（平成30年３月28日社援発

0328第21号厚生労働省社会・援護局長通知。以下「社会福祉推進事業

実施要領」という。）に基づき、厚生労働省所管の法人又は厚生労働

大臣が特に必要と認めた法人であって、申請した事業が社会福祉推進

事業評価委員会において採択された法人が、社会福祉の発展、改善等

に寄与することを目的として、地域社会における今日的課題に対する

先駆的・試行的取組等に対する支援を行う事業（社会福祉推進事業）。 

    エ 中国残留邦人等地域生活支援事業 

      実施要綱の別添25から29までに基づき、都道府県、指定都市、中核市又

は市区町村が、中国残留邦人等の自立を支援するため、地域における支援

ネットワークの構築、日本語学習者への支援、通訳の派遣等を行うことに

より、地域の一員として普通の暮らしを送れるようにするための支援並び

に支援給付及び配偶者支援金の適正な運営を確保する事業。 



     

（４）小規模法人のネットワーク化による協働推進事業等 

ア 小規模法人のネットワーク化による協働推進事業 

       「「小規模法人のネットワーク化による協働推進事業」の実施につい

て」（平成30年３月28日社援発0328第５号厚生労働省社会・援護局長通

知）に基づき、都道府県、指定都市又は中核市が実施する、複数の小規

模法人が参画する法人間連携プラットフォームの構築、協働事業の試行、

これらの事業に必要な合同研修や人事交流等の取組を推進する事業及び

同事業を適切に実施することができると認められる団体に対し都道府

県、指定都市又は中核市が補助する事業。 

イ 社会福祉法人会計監査人設置モデル事業 

      「「社会福祉法人会計監査人設置モデル事業」の実施について」（平

成30年３月28日社援発0328第６号厚生労働省社会・援護局長通知）に基

づき、社会福祉法人が、会計監査をモデル的に実施することにより、そ

の導入による課題・メリットを把握・整理する事業に対し、都道府県、

指定都市又は中核市が補助する事業。 

 

（５）介護のしごとの魅力発信等特別対策事業 

「介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事業の実施について」（平

成30年４月11日社援発0411第16号厚生労働省社会・援護局長通知）及び「介護福

祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支援等の体制整備事業の実施につい

て」（平成30年５月２日社援発0502第２号厚生労働省社会・援護局長通知）に基

づき、公募により採択された法人が、介護の魅力、社会的評価の向上や、外国人

留学生への支援体制の整備を通じて介護人材確保策の底上げを図る事業。 

 

（６）介護技能評価試験等実施事業 

「介護技能評価試験等実施事業について」（平成31年２月７日社援発0207第７

号厚生労働省社会・援護局長通知）に基づき、厚生労働省が選定した法人が、在

留資格「特定技能」の創設に伴い、介護分野における特定技能１号外国人の送り

出しを行う外国において、介護の技能水準を評価するための試験等を実施する事

業。 

 

（交付額の算定方法） 

４ この補助金の交付額は、次の(１)から(５)により算出された額の合計額とする。 

  ただし、別表の第２欄に定める種目ごとに算出された合計額に1,000円未満の端数

が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。なお、１つの種目に直接補助と

間接補助が含まれる場合は、それぞれで端数の切り捨てを行うものとする（以下（５）

までにおいて同じ。）。 

 

（１）生活困窮者就労準備支援等事業 



ア 都道府県、指定都市、中核市又は市区町村が行う事業 

（ア） 別表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄に

定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から

寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定

する。 

（イ） （ア）により選定された額に別表の第５欄に定める補助率を乗じて得

た額を交付額とする。 

イ 社会福祉法人、一般社団法人、一般財団法人、特定非営利活動法人又は社会

福祉協議会等が行う事業に対して、都道府県、指定都市、中核市又は市区町村

が補助する事業 

（ア） 別表の第２欄に定める種目ごとに、別表の第３欄に定める基準額と第

４欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業

費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の営利を目的としない法

人については寄付金を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額

を選定する。 

（イ） （ア）により選定された額と都道府県、指定都市、中核市又は市区町

村が補助した額とを比較して少ない方の額に別表の第５欄に定める補

助率を乗じて得た額を交付額とする。  

ウ 熊本県の管内市町村（熊本市は除く。）に対して熊本県が補助する事業及び

社会福祉協議会、社会福祉法人、特定非営利活動法人等が行う事業に対して熊

本県又は熊本市が補助する事業 

（ア） 別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額と

を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会

福祉法人等の営利を目的としない法人については寄付金を除く。）を控

除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

（イ） （ア）により選定された額と熊本県又は熊本市が補助した額とを比較

して少ない方の額に別表の第５欄に定める補助率を乗じて得た額を交

付額とする。 

 

（２）地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業 

（ア） 別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額と

を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除

した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

（イ） （ア）により選定された額に別表の第５欄に定める補助率を乗じて得

た額を交付額とする。 

 

（３）生活保護適正化等事業 

 ア 都道府県、指定都市、中核市又は市区町村が行う事業 

（ア） 別表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄に

定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から



寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定

する。 

（イ） （ア）により選定された額に別表の第５欄に定める補助率を乗じて得

た額を交付額とする。ただし、定額補助の事業の場合は、（ア）により

選定された額を交付額とする。 

イ 社会福祉協議会等（社会福祉協議会、社会福祉法人、公益法人、特定非営利

活動法人、厚生労働大臣が適当と認める団体をいう。以下同じ。）が行う事業

に対して都道府県、指定都市、中核市又は市区町村が補助する事業 

（ア） 別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額と

を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会

福祉法人等の営利を目的としない法人については寄付金を除く。）を控

除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

（イ） （ア）により選定された額と都道府県、指定都市、中核市又は市区町

村が補助した額とを比較して少ない方の額に別表の第５欄に定める補

助率を乗じて得た額を交付額とする。ただし、定額補助の事業の場合は、

（ア）により選定された額と都道府県、指定都市、中核市又は市区町村

が補助した額とを比較して少ない方の額を交付額とする。 

ウ 社会福祉推進事業 

（ア） 社会福祉推進事業実施要領に定める対象事業に該当する事業ごとに、

別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額と

を比較して少ない方の額を選定する。 

（イ） （ア）により選定された額と当該事業ごとの総事業費から寄付金その

他の収入額（社会福祉法人等の営利を目的としない法人については寄付

金を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額の合計額を交付額

とする。 

 

（４）小規模法人のネットワーク化による協働推進事業等 

ア 小規模法人のネットワーク化による協働推進事業 

（ア） 都道府県、指定都市又は中核市が行う事業 

     別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額とを

比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した

額とを比較して少ない方の額を交付額とする。 

（イ） 都道府県等が適当と認めた団体が行う事業に対して、都道府県、指定

都市又は中核市が補助する事業 

a 別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額と

を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会

福祉法人については寄付金を除く。）を控除した額とを比較して少ない

方の額を選定する。 

ｂ aにより選定された額と都道府県、指定都市又は中核市が補助した額

とを比較して少ない方の額を交付額とする。 



イ 社会福祉法人会計監査人設置モデル事業 

（ア） 別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額

とを比較して少ない方の額と、総事業費からその他の収入額（寄付金

を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。 

（イ） （ア）により選定された額と都道府県、指定都市又は中核市が補助

した額とを比較して少ない方の額を交付額とする。 

 

（５）介護のしごとの魅力発信等特別対策事業 

    別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額とを比較

して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の

営利を目的としない法人については寄付金を除く。）を控除した額とを比較し

て少ない方の額を交付額とする。 

 

（６）介護技能評価試験等実施事業 

    別表の第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実支出額とを比較

して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の

営利を目的としない法人については寄付金を除く。）を控除した額とを比較し

て少ない方の額を交付額とする。 

 

（交付額の下限） 

５ ４で定める算定方法により算出された４の（１）から（４）の合計額が、次に示

す額に満たない場合には、４の（１）から（４）の事業に係る交付の決定は行わな

いものとする。 

（１）都道府県、指定都市及び中核市           3,000千円 

（２）市区町村                      300千円 

（３）社会福祉推進事業採択法人              500千円 

 

（補助金の概算払） 

６ この補助金の概算払については、次のとおりとする。 

 

（１）都道府県、指定都市、中核市、市区町村が実施する事業及び市区町村、社会

福祉協議会等及び都道府県等が適当と認めた団体が実施する事業に対し都道府

県、指定都市、中核市、市区町村が補助する事業に対して、厚生労働大臣は、

必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範囲内において概

算払をすることができる。 

（２）社会福祉推進事業採択法人、介護のしごとの魅力発信等特別対策事業実施団

体及び介護技能評価試験等実施事業実施団体が行う事業については、厚生労働

大臣は原則として支払うべき額が確定した後、当該法人等が提出する精算払請

求書に基づいて支払いを行う。この場合において、厚生労働大臣は当該法人等

から適法な精算払請求書を受理してから速やかにこれを行わなければならな



い。 

ただし、当該法人等が概算払による支払いを要望する場合には、厚生労働大臣

は当該法人等の資力、補助事業の内容及び事務の内容等を勘案し、真にやむを得

ないと認めた場合には、これを財務大臣に協議し、承認が得られた場合には概算

払をすることができる。    

 

（交付の条件） 

７ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

 

（１）事業に要する経費の各区分間の配分の変更（それぞれの配分額のいずれか低

い方の額の20％以内の変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣の承認を

受けなければならない。 

ただし、介護福祉士修学資金等貸付事業については、その他の区分又は種目間

で事業に要する経費の配分の変更はしてはならない。 

（２）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣の

承認を受けなければならない。 

（３）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければ

ならない。 

（４）事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価50万円以上（地域福祉増

進事業のうちの「社会福祉推進事業」の場合は単価30万円以上）の機械、器具

及びその他の財産については、適正化法施行令第14条第１項第２号の規定によ

り厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、厚生労働大臣の承認を受け

ないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

担保に供し、又は廃棄してはならない。 

（５）厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合に

は、その収入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。 

（６）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後におい

ても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図ら

なければならない。 

（７）都道府県、指定都市、中核市及び市区町村は、補助金と事業に係る予算及び

決算との関係を明らかにした別紙様式１による調書を作成するとともに、事業

に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ当該調書及び証拠書類を

補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承

認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価50万円以上の財産

がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は

適正化法施行令第14条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期

間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

（８）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合に

は、速やかに、厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければならない。 



（９）都道府県又は指定都市（生活福祉資金貸付事業に限る。以下（10）、（11）

及び(13)において同じ。）は、厚生労働大臣の承認を受けて生活福祉資金貸付

事業又は臨時特例つなぎ資金貸付事業を廃止する場合には、都道府県社会福祉

協議会が現に貸し付けている貸付金の状況及び当該貸付金の償還計画等を厚生

労働大臣に報告するとともに、事業を廃止する時期までの各年度における国庫

補助金の額の合計額を限度として厚生労働大臣が定める額を国庫に返還しなけ

ればならない。 

（10）都道府県又は指定都市は、都道府県社会福祉協議会が保有している生活福祉

資金貸付事業又は臨時特例つなぎ資金貸付事業に係る貸付原資の額の全部又は

一部について事業の見込みがないなどの事実が生じた場合又はその額が厚生労

働大臣が別に定める基準に照らして過大であると認められる場合には、別紙様

式16により厚生労働大臣に報告し、その指示を受け、各年度における国庫補助

金の額の合計額を限度として、厚生労働大臣が指定する期日までに国庫に返還

しなければならない。 

（11）都道府県又は指定都市は、厚生労働大臣が都道府県社会福祉協議会の生活福

祉資金貸付事業又は臨時特例つなぎ資金貸付事業の業務の取扱いが適正を欠く

と認め、都道府県又は指定都市に対し、厚生労働大臣が是正の措置を講じるよ

う指示した場合には、これに従わなければならない。 

（12）都道府県、指定都市、中核市又は市区町村は、国から概算払により間接補助

金に係る補助金の交付を受けた場合には、当該概算払を受けた補助金に相当す

る額を遅滞なく間接補助事業者に交付しなければならない。 

（13）都道府県、指定都市、中核市又は市区町村が、社会福祉法人等の民間団体に

間接補助金を交付する場合は、以下のアからウまでの条件を付さなければなら

ない。 

ただし、生活福祉資金貸付事業（貸付事務運営費分）及び熊本地震における被

災者見守り・相談支援等事業についてはエの条件を、生活福祉資金貸付事業又は

臨時特例つなぎ資金貸付事業についてはオの条件を、介護福祉士修学資金等貸付

事業についてはエ及びキの条件を併せて付すとともに、イの条件に「ただし、事

業により取得し、又は効用の増加した価格が単価30万円以上の財産がある場合

は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適正化法施行

令第14条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する

日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。」を追記するものとす

る。 

ア （２）、（３）、（６）及び（８）に掲げる条件。この場合において、（２）、

（３）及び（８）中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県知事」、「指定都

市市長」、「中核市市長」又は「市区町村長」と読み替えるものとする。 

イ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出につ

いて証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日

（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属す

る年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 



ウ 間接補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により間接補助事業に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額

が０円の場合も含む。）は、別紙様式２に準じた様式により速やかに、遅くと

も間接補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月３０日までに都道府県知

事、指定都市市長、中核市市長又は市区町村長に報告しなければならない。な

お、間接補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一

支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本

社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税

売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。また、間接補助金に係る仕入

控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を都道府県、指定

都市、中核市又は市区町村に返還しなければならない。 

エ （４）及び（５）に掲げる条件。この場合において、（４）中「厚生労働大

臣の」とあるのは「都道府県知事の」又は「指定都市市長の」と、「50万円」

とあるのは「30万円」と、（５）中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県知

事」又は「指定都市市長」と読み替えるものとする。 

   オ （９）及び（11）に掲げる条件。この場合において、（９）及び（11）中

「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県知事」又は「指定都市市長」と、「都

道府県又は指定都市」とあるのは「都道府県社会福祉協議会」と、「国庫補

助金」とあるのは「間接補助金」と、「国庫」とあるのは「都道府県」又は

「指定都市」と読み替えるものとする。 

   カ （10）に掲げる条件。この場合において、（10）中「都道府県又は指定都

市」とあるのは「都道府県社会福祉協議会」と、「別紙様式16により厚生労

働大臣に報告」とあるのは「別紙様式16を準用し都道府県知事又は指定都市

市長に報告」と、「国庫補助金」とあるのは「間接補助金」と、「厚生労働

大臣が指定する期日」とあるのは「都道府県知事又は指定都市市長が指定す

る期日」と、「国庫」とあるのは「都道府県」又は「指定都市」と読み替え

るものとする。 

キ （20）に掲げる条件。この場合において、（20）中「厚生労働大臣」とある

のは「都道府県知事」と、「都道府県は」とあるのは「都道府県が適当と認め

る団体は」と、「国庫補助金」とあるのは「間接補助金」と、「国庫」とある

のは「都道府県」と読み替えるものとする。 

（14）都道府県が市区町村（指定都市、中核市を除く。）に間接補助金を交付する

場合は、以下のア及びイの条件を付さなければならない。 

ただし、熊本地震における被災者見守り・相談支援等事業についてはウの条件

を併せて付すとともに、イの条件については「ただし、事業により取得し、又は

効用の増加した価格が単価50万円以上の財産がある場合は、前記の期間を経過

後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適正化法施行令第14条第１項第２号

の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日ま

で保管しておかなければならない。」を追記するものとする。 

ア （２）、（３）、（６）及び（８）に掲げる条件。この場合において、（２）、



（３）及び（８）中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県知事」と読み替え

るものとする。 

イ 市区町村は、補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙

様式１による調書を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠

書類を整理し、かつ当該調書及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中

止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終

了後５年間保管しておかなければならない。 

ウ （４）及び（５）に掲げる条件。この場合において、（４）中「厚生労働大

臣の」とあるのは「都道府県知事の」と、（５）中「厚生労働大臣」とあるの

は「都道府県知事」と読み替えるものとする。 

（15）（13）及び（14）により付した条件に基づき都道府県知事、指定都市市長、

中核市市長又は市区町村長が承認又は指示をする場合には、あらかじめ厚生労

働大臣の承認又は指示を受けなければならない。 

（16）間接補助事業者から財産の処分による収入並びに消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の全部又

は一部を国庫に納付させることがある。 

（17）間接補助事業者が（13）及び（14）により付した条件に違反した場合には、

この補助金の全部又は一部を取り消すことがある。 

（18）社会福祉推進事業、介護のしごとの魅力発信等特別対策事業及び介護技能評

価試験等実施事業について、社会福祉推進事業採択法人、介護のしごとの魅力

発信等特別対策事業実施団体又は介護技能評価試験等実施事業実施団体は、補

助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助事業に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合

も含む。）は、別紙様式２により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する

年度の翌々年度６月30日までに厚生労働大臣に報告しなければならない。 

なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支

所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、

本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割

合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控

除税額を国庫に返還しなければならない。 

（19）社会福祉推進事業、介護のしごとの魅力発信等特別対策事業及び介護技能評

価試験等実施事業について、社会福祉推進事業採択法人、介護のしごとの魅力

発信等特別対策事業実施団体又は介護技能評価試験等実施事業実施団体は、事

業に係る収支及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入および支出につい

て証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事

業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年

度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、社会福祉推進事業

により取得し、又は効用の増加した価格が単価30万円以上の財産がある場合は、

前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適正化法施行令



第14条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日

のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

（20）都道府県は、介護福祉士修学資金等貸付事業（都道府県が適当と認める団体

が実施する場合に限る。）を廃止する場合には、都道府県が適当と認める団体

が現に貸し付けている貸付金の状況及び当該貸付金の償還計画等を厚生労働大

臣に報告するとともに、事業を廃止する時期までの各年度における国庫補助金

の額の合計額を限度として厚生労働大臣が定める額を国庫に返還しなければな

らない。 

 

（申請手続）  

８ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。 

 

（１）都道府県知事、指定都市市長及び中核市市長は、別紙様式３による申請書に

関係書類を添えて、別途定める日までに厚生労働大臣に提出して行うものとす

る。 

（２）適正化法第26条第２項に基づき、市区町村長は、別紙様式５による申請書に

関係書類を添えて都道府県知事が定める日までに都道府県知事に提出して行う

ものとする。 

また、都道府県知事は、市区町村の申請書を受理したときは、その内容を審査

し必要があると認めたときは現地調査等を行い、その後、適正と認めたときは、

これを取りまとめ別紙様式３に添えて別途定める日までに厚生労働大臣に提出

して行うものとする。 

（３）社会福祉推進事業採択法人は、別紙様式４による申請書に関係書類を添えて、

別途定める日までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

（４）介護のしごとの魅力発信等特別対策事業実施団体及び介護技能評価試験等実

施団体は、別紙様式６による申請書に関係書類を添えて、別途定める日までに

厚生労働大臣に提出して行うものとする。 

 

（変更申請手続） 

９ この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請

等を行う場合には、８に定める申請手続に従い、毎年度１月末までに行うものとす

る。ただし、社会福祉推進事業、介護のしごとの魅力発信等特別対策事業及び介護

技能評価試験等実施事業については、別紙様式７又は別紙様式８の申請書により行

うものとする。 

 

（交付決定までの標準的期間） 

10 この補助金の交付決定までの標準的期間は、次のとおりとする。 

 

（１）適正化法第26条第２項に基づき、都道府県知事は、８の（２）及び９による

交付申請書が到達した日から起算して原則として１か月以内に厚生労働大臣に



提出を行うものとし、厚生労働大臣は、交付申請書が到達した日から起算して

原則として２か月以内に交付の決定（決定の変更を含む。）を行うものとする。 

（２）（１）以外の場合 

   厚生労働大臣は、８の（１）、（３）及び（４）並びに９による交付申請書が

到達した日から起算して原則として２か月以内に交付の決定（決定の変更を含

む。）を行うものとする。 

    

（交付決定の通知） 

11 適正化法第26条第２項に基づき、都道府県知事は、厚生労働大臣の交付決定（又

は変更交付決定）があったときは、市区町村長に対し、別紙様式９又は別紙様式10

により速やかに交付決定の通知を行うものとする。 

 

（実績報告）  

12 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。 

 

（１）都道府県知事、指定都市市長及び中核市市長は、事業が完了したときは、別

紙様式11による事業実績報告書に関係書類を添えて、翌年度６月末日までに厚

生労働大臣に提出して行うものとする。 

（２）適正化法第26条第２項に基づき、市区町村長は、別紙様式13による事業実績

報告書に関係書類を添えて都道府県知事が定める日までに都道府県知事に提出

して行うものとする。 

また、都道府県知事は、市区町村の事業実績報告書を受理したときは、その

内容を審査し必要があると認めたときは現地調査等を行い、その後、適正と認

めたときは、これを取りまとめ別紙様式11に添えて翌年度６月末日までに厚生

労働大臣に提出して行うものとする。 

（３）社会福祉推進事業採択法人は、事業の完了した日から起算して１ヶ月を経過

した日（７の（３）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該

承認通知を受理した日から起算して１ヶ月を経過した日）又は翌年度４月10日

のいずれか早い日までに別紙様式12による報告書を厚生労働大臣に提出して行

わなければならない。 

（４）介護のしごとの魅力発信等特別対策事業実施団体及び介護技能評価試験等実

施事業実施団体は、事業の完了した日から起算して１ヶ月を経過した日（７の

（３）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受

理した日から起算して１ヶ月を経過した日）又は翌年度４月10日のいずれか早

い日までに別紙様式14による報告書を厚生労働大臣に提出して行わなければな

らない。 

 

（補助金の額の確定の通知） 

13 適正化法第26条第２項に基づき、都道府県知事は、厚生労働大臣の交付額の確定

があったときは、市区町村長に対して、別紙様式15により速やかに確定の通知を行



うものとする。 

 

（補助金の返還） 

14 厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を

超える補助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国

庫に返還することを命ずる。 

 

（その他） 

15 特別の事情により４、８、９及び12に定める算定方法、手続によることができな

い場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところによるものと

する。 



別表 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準額 ４ 対象経費 ５ 補助率 
１ 生活困窮者

就労準備支援等

事業 

就労準備支援事業 厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村（福祉事務所を設置

している町村をいう。以下

同じ。）が行う就労準備支

援事業の実施に必要な次

に掲げる経費 
報酬、給料、職員手当等、

共済費、賃金、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、光熱水

費、修繕料）、会議費、役

務費（通信運搬費、手数料、

保険料）、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入費

（単価30万円以上の備品

を除く。）、負担金 

23 

（直接補助） 

被保護者就労準備支

援等事業 
厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う被保護者就

労準備支援等事業及び都

道府県知事、指定都市市

長、中核市市長、市区町村

長（町村については福祉事

務所を設置している町村

の長に限る。）が適切に事

業を実施できると認めた

社会福祉法人等が行う事

業（居宅生活移行支援事業

に限る。）の実施に必要な

次に掲げる経費 
報酬、給料、職員手当等、

共済費、賃金、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、光熱水

費、修繕料）、会議費、役

務費（通信運搬費、手数料、

保険料）、委託料、使用料

23 

（直接補助） 
居宅生活移行

支援事業にお

いて、都道府

県知事、指定

都市市長、中

核市市長、市

区町村長が適

切に事業を実

施できると認

めた社会福祉

法人等が事業

を行う場合 

23 

（間接補助） 
 
 
 



及び賃借料、備品購入費

（単価 30万円以上の備品

を除く。）、負担金 

 
 
 

○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う関係職員等

研修・啓発事業の実施に必

要な次に掲げる経費 

 報酬、賃金、報償費、共

済費、旅費、需用費、役務

費、委託料、使用料、賃借

料、備品購入費 

 

12 

（直接補助） 
 
 
 
 
 
 
 

○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う個別支援プ

ログラム実施事業の実施

に必要な次に掲げる経費 
 報酬、賃金、報償費、共

済費、旅費、需用費、役務

費、委託料、使用料、賃借

料、備品購入費、負担金 

12 

（直接補助） 
 
 
 
 
 
 

一時生活支援事業 厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う一時生活支

援事業の実施に必要な次

に掲げる経費 
報酬、給料、職員手当等、

共済費、賃金、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、光熱水

費、修繕料）、会議費、役

務費（通信運搬費、手数料、

保険料）、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入費

（単価30万円以上の備品

を除く。）、負担金、扶助

費、入所者食料費、入所者

日用品費、原材料費 

23 

（直接補助） 

厚生労働大臣

が認めたもの

については補

助率 
1010 



家計改善支援事業 厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う家計改善支

援事業の実施に必要な次

に掲げる経費 
報酬、給料、職員手当等、

共済費、賃金、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、光熱水

費、修繕料）、会議費、役

務費（通信運搬費、手数料、

保険料）、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入費

（単価30万円以上の備品

を除く。）、負担金 

12 

（直接補助） 
 
自立相談支援

事業と併せて

就労準備支援

事業と家計改

善支援事業を

一体的に行う

場合 

23 

（直接補助） 
 

生活困窮世帯の子ど

もに対する学習支援

事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う生活困窮世

帯の子どもに対する学習

支援事業の実施に必要な

次に掲げる経費 
報酬、給料、職員手当等、

共済費、賃金、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、光熱水

費、修繕料）、会議費、役

務費（通信運搬費、手数料、

保険料）、委託料、使用料

及び賃借料、備品購入費

（単価30万円以上の備品

を除く。）、負担金 

12 

（直接補助） 

都道府県による市町

村支援事業 
厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県が行う市町村

に対する支援事業の実施

に必要な次に掲げる経費 
給料、職員手当等、共済

費、報酬、報償費、旅費、

賃金、需用費（消耗品費、

燃料費、印刷製本費、光熱

水費、修繕料）、会議費、

12 

（直接補助） 



役務費（通信運搬費、手数

料、保険料）、委託料、使

用料及び賃借料、備品購入

費（単価 30 万円以上の備

品を除く。）、負担金、補助

金 

福祉事務所未設置町

村による相談事業 
厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○福祉事務所を設置して

いない町村が行う相談事

業の実施に必要な次に掲

げる経費 
給料、職員手当等、共済

費、報酬、報償費、旅費、

賃金、需用費（消耗品費、

燃料費、印刷製本費、光熱

水費、修繕料）、会議費、

役務費（通信運搬費、手数

料、保険料）、委託料、使

用料及び賃借料、備品購入

費（単価 30 万円以上の備

品を除く。）、負担金 

34 

（直接補助） 

その他生活困窮者の

自立の促進を図るた

めに必要な事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う生活困窮者

自立支援法第７条第２項

第３号に基づく事業の実

施に必要な次に掲げる経

費 
給料、職員手当等、共済

費、報酬、報償費、旅費、

賃金、需用費（消耗品費、

燃料費、印刷製本費、光熱

水費、修繕料）、会議費、

役務費（通信運搬費、手数

料、保険料）、委託料、使

用料及び賃借料、備品購入

費、負担金、補助金 

12 

（直接補助） 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県社会福祉協議

会が行う生活福祉資金貸

付事業の貸付事務の運営

12 

（間接補助） 



費として必要な次に掲げ

る経費 
（諸謝金、需用費、委託料

以外は社会福祉協議会の

職員の給与に関する規程

及び社会福祉協議会の旅

費に関する規程により貸

付事務担当職員に対し支

給するものに限る。） 
職員俸給、諸手当、社会

保険料事業主負担金、旅

費、諸謝金、需用費（備品

費、消耗品費、燃料費、印

刷製本費、雑役務費、通信

運搬費、光熱水費、借料及

び損料、会議費、賃金）、

委託料、負担金 
厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、市

区町村が行うひきこもり

対策推進事業の実施に必

要な次に掲げる経費 
報酬、賃金、報償費、共

済費、旅費、需用費（消耗

品費、印刷製本費、食糧費、

燃料費、光熱水費）、役務

費（通信運搬費、保険料）、

委託料、使用料及び賃借

料、備品購入費、補助金 

12 

（直接補助） 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県社会福祉協議

会又は指定都市社会福祉

協議会が行う日常生活自

立支援事業の実施に必要

な次に掲げる経費 
給料、職員手当等、共済

費、報償費、旅費、賃金（生

活支援員に対する賃金は、

生活保護受給世帯へ派遣

する場合に限る。）、需用費

（消耗品費、燃料費、印刷

12 

（間接補助） 



製本費、修繕料、食糧費）、

使用料、賃借料、役務費（通

信運搬費、保険料、手数

料）、委託料、備品購入費

（単価 30 万円以上の備品

を除く。）、助成金 
厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区町村が行う地域

における生活困窮者支援

等のための共助の基盤づ

くり事業の実施に必要な

次に掲げる経費 
給料、職員手当等、報酬、

共済費、報償費、旅費、賃

金、需用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、修繕料、

食糧費）、使用料、賃借料、

役務費（通信運搬費、保険

料、手数料）、委託料、備

品購入費（単価 30 万円以

上の備品を除く。）、助成金 

12 

（直接補助） 

○社会福祉協議会等が行

う地域における生活困窮

者支援等のための共助の

基盤づくり事業の実施に

必要な次に掲げる経費 
給料、職員手当等、報酬、

共済費、報償費、旅費、賃

金、需用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、修繕料、

食糧費）、使用料、賃借料、

役務費（通信運搬費、保険

料、手数料）、委託料、備

品購入費（単価 30 万円以

上の備品を除く。）、助成金 

12 

（間接補助） 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○熊本県及び熊本市が行

う被災者見守り・相談支援

等事業の実施に必要な給

料、職員手当等、報酬、賃

1010 

（直接補助） 



金、共済費、報償費、旅費、

需用費、役務費、委託料、

使用料及び賃借料、備品購

入費、補助及び交付金 
○熊本県内の管内市町村

（熊本市を除く）及び社会

福祉法人等が行う被災者

見守り・相談支援等事業の

実施に必要な給料、職員手

当等、報酬、賃金、共済費、

報償費、旅費、需用費、役

務費、委託料（熊本県の管

内市町村のみ）、使用料及

び賃借料、備品購入費 

1010 

（間接補助） 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市が行う民生委員・児童

委員研修事業の実施に必

要な次に掲げる経費 

 給料、職員手当等、共済

費、報償費、旅費、賃金、

需用費（消耗品費、印刷製

本費、修繕料、食糧費）、

使用料、賃借料、役務費（通

信運搬費、手数料）、委託

料、備品購入費（単価30

万円以上の備品を除く。）、

助成金 

12 

（直接補助） 
 

２ 地域共生社

会の実現に向け

た包括的支援体

制構築事業 

地域共生社会の実現

に向けた包括的支援

体制構築事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県又は市区町村

が行う地域共生社会の実

現に向けた包括的支援体

制構築事業の実施に必要

な次に掲げる経費 

給料、職員手当等、報酬、

共済費、報償費、旅費、賃

金、需用費（消耗品費、燃

料費、印刷製本費、修繕料、

食糧費）、使用料及び賃借

料、役務費（通信運搬費、

保険料、手数料）、委託料、

34 

（直接補助） 



備品購入費、助成金 

３ 生活保護適

正化等事業 
生活保護適正実施推

進事業 
厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市が行

う生活保護法施行事務監

査並びに都道府県、指定都

市、中核市が行う保護施設

に対する指導監査、指定医

療機関に対する指導・検

査、指定介護機関に対する

指導・検査及び精神科嘱託

医等を設置する事業の実

施に必要な次に掲げる経

費 

旅費、報酬、手当 

12 

（直接補助） 

○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う業務効率化

事業の実施に必要な次に

掲げる経費 

報酬、賃金、報償費、共

済費、旅費、需用費、役務

費、委託料、使用料、賃借

料、備品購入費、負担金 

12 

（直接補助） 
 

○都道府県、指定都市が行

う都道府県等による生活

保護支援業務に必要な次

に掲げる経費 

報酬、賃金、報償費、共済

費、旅費、需用費、役務費、

委託料、使用料、賃借料、

備品購入費 

34 
（直接補助） 

厚生労働大臣

が認めたもの

については補

助率 
23 



○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う上記以外の

生活保護適正実施推進事

業の実施に必要な次に掲

げる経費 

 報酬、賃金、報償費、共

済費、旅費、需用費、役務

費、委託料、使用料、賃借

料、備品購入費、負担金 

 

34 

（直接補助） 
 
 

自立支援プログラム

策定実施推進事業 
厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う社会的な居

場所づくり支援事業及び

居住の安定確保支援事業

の実施に必要な次に掲げ

る経費 

 報酬、賃金、報償費、共

済費、旅費、需用費、役務

費、委託料、使用料、賃借

料、備品購入費、負担金 

34 

（直接補助） 

地域福祉増進事業 
 

実施要綱別添19

 福祉人材確保

推進事業実施要

領に定める 

（１）基盤型事

業 

7,200千円 

（２）施策提案

型事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

○都道府県が行う福祉人

材確保推進事業（都道府県

福祉人材センター）の実施

に必要な次に掲げる経費 

 報償費、旅費、賃金、需

用費（消耗品費、印刷製本

費、修繕料、光熱水費、燃

料費、食糧費）、使用料、

賃借料、役務費（通信運搬

費、広告料、手数料）、委

託料、備品購入費（単価3

0万円以上の備品を除

く。）、負担金 

12 

（直接補助） 

実施要綱別添19

 福祉人材確保

推進事業実施要

領に定める 

○都道府県が行う福祉人

材確保推進事業（支所型福

祉人材バンク）の実施に必

要な次に掲げる経費 

12 
（直接補助） 

医療扶助適正

化等事業のう

ち厚生労働大

臣が認めたも

のについては

補助率 
78、

1010 

 



（１）基盤型事

業 

5,200千円 

（２）施策提案

型事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

給料、職員手当等、共済

費、報償費、旅費、賃金、

需用費（消耗品費、印刷製

本費、修繕料、光熱水費、

燃料費、食糧費）、使用料、

賃借料、役務費（通信運搬

費、広告料、手数料）、委

託料、備品購入費（単価3

0万円以上の備品を除

く。）、負担金 

実施要綱別添19

 福祉人材確保

推進事業実施要

領に定める 

（１）基盤型事

業 

5,200千円 

（２）施策提案

型事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

○指定都市、中核市が行う

福祉人材確保推進事業（都

市型福祉人材バンク）の実

施に必要な次に掲げる経

費 

給料、職員手当等、共済

費、報償費、旅費、賃金、

需用費（消耗品費、印刷製

本費、修繕料、光熱水費、

燃料費、食糧費）、使用料、

賃借料、役務費（通信運搬

費、広告料、手数料）、委

託料、備品購入費（単価3

0万円以上の備品を除

く。）、負担金 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 

○都道府県が行う介護福

祉士修学資金等貸付事業

の実施に必要な次に掲げ

る経費 

貸付金（貸付額から前年

度の当該修学資金の返還

金に相当する額を控除し

た額）、委託料（当該事業

の財源として、都道府県が

都道府県社会福祉協議会

に対して委託する額） 

12 

（直接補助） 
 

○都道府県が適当と認め

る団体が行う介護福祉士

修学資金等貸付事業の実

定額補助 
（間接補助） 
 



施に必要な次に掲げる経

費（都道府県が適当と認め

る団体が行う事業に対し、

都道府県が総事業費の

1/10を別途補助する場合

に限る。） 

（１）介護福祉士修学資金

等貸付事業の貸付原資と

して交付する額 

（２）貸付事務費 

給料、職員手当等、報償費、

共済費、旅費、賃金、需用

費（消耗品費、印刷製本費、

光熱水費）、使用料、賃借

料、役務費（通信運搬費、

手数料）、委託料、備品購

入費 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
 

○都道府県、市が行う社会

福祉法人指導監督事業の

実施に必要な次に掲げる

経費 

 旅費 

12 

（直接補助） 

実施要綱別添21

 外国人介護福

祉士候補者受入

施設学習支援事

業実施要領に定

める 

（１）候補者一

人当たり 235

千円を基準とし

て、厚生労働大

臣が必要と認め

た額 

（２）候補者一

人当たり 95 千

円（当該候補者

の滞在期間中に

つ き １ 回 に 限

○経済連携協定（ＥＰＡ）

又は交換公文に基づき入

国する外国人介護福祉士

候補者の受入れ施設が行

う外国人介護福祉士候補

者受入施設学習支援事業

の実施に必要な次に掲げ

る経費 

（１）に関する経費 

報償費、旅費、需用費（消

耗品費、印刷製本費、教材

費）、役務費（通信運搬費、

手数料、保険料）、使用料

及び賃借料、委託料、補助

金（入学金、受講料に限

る。）、備品購入費（単価

30 万円以上の備品を除

1010 

（間接補助） 



る。） 

（３）一受入施

設当たり 80 千

円 

く。） 

（２）に関する経費 

 旅費、需用費（消耗品費、

印刷製本費、教材費）、役

務費（通信運搬費、手数料、

保険料）、補助金（入学金、

受講料に限る。） 

（３）に関する経費 

諸手当（受入施設の研修担

当者にかかるものに限

る。） 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県が行う災害福

祉広域支援ネットワーク

の構築支援事業の実施に

必要な次に掲げる経費 
 報償費、旅費、賃金、需

用費（消耗品費、燃料費、

印刷製本費、光熱水費、修

繕料、食糧費）、会議費、

使用料、賃借料、役務費（雑

役務費、通信運搬費、保険

料、手数料）、委託料、備

品購入費（単価 30 万円以

上の備品を除く。） 
 

定額補助 
（直接補助） 

○社会福祉法人等が行う

災害福祉広域支援ネット

ワークの構築支援事業の

実施に必要な次に掲げる

経費 

 報償費、旅費、賃金、需

用費（消耗品費、燃料費、

印刷製本費、光熱水費、修

繕料、食糧費）、会議費、

使用料、賃借料、役務費（雑

役務費、通信運搬費、保険

料、手数料）、委託料、備

品購入費（単価 30 万円以

上の備品を除く。） 

定額補助 
（間接補助） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



○都道府県社会福祉協議

会が行う臨時特例つなぎ

資金貸付事業の貸付原資

として必要な経費 

1010 

（間接補助） 

○都道府県社会福祉協議

会が行う生活福祉資金貸

付事業の貸付原資として

必要な経費 

23 

（間接補助） 
 
ただし、同経

費のうち、総

合支援資金の

貸付原資であ

って、あらか

じめ厚生労働

大臣に協議し

て定めた金額

については、 
1010 

要保護世帯向

け不動産担保

型生活資金の

貸付原資及び

激甚災害被災

世帯に対する

貸付原資であ

って、あらか

じめ厚生労働

大臣に協議し

て定めた金額

については 
34 

○都道府県社会福祉協議

会が行う運営適正化委員

会設置運営事業の実施に

必要な次に掲げる経費 

 給料、職員手当等、共済

費、報償費、旅費、賃金、

需用費（消耗品費、印刷製

本費、修繕料、食糧費、燃

料費）、使用料、賃借料、

役務費（通信運搬費、手数

12 

（間接補助） 
 

 

 

 



料）、備品購入費（単価3

0万円以上の備品を除く。） 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
 
 
 

○都道府県が行う地域生

活定着促進事業の実施に

必要 

な次に掲げる経費 

 報酬、給料、職員手当、

賃金、共済費、報償費、旅

費、需用費（消耗品費、印

刷製本費、食糧費、燃料費、

光熱水費）、役務費（通信

運搬費、保険料）、委託料、

使用料及び賃借料、備品購

入費 

1010 

（直接補助） 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
 

○社会福祉推進事業実施

要領の規定に基づき採択

された法人が行う社会福

祉推進事業の実施に必要

な次に掲げる経費 

 報酬、賃金、社会保険料

事業主負担金、報償費（諸

謝金）、旅費（国内旅費及

び外国旅費）、消耗品費、

燃料費、食糧費（会議費）、

印刷製本費、光熱水費、役

務費（雑役務費、通信運搬

費）、委託料、使用料及び

賃借料、備品購入費 

1010 

（直接補助） 

中国残留邦人等地域

生活支援事業 
 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区町村が行う地域

における中国残留邦人等

支援ネットワーク事業の

実施に必要な次に掲げる

経費 

 報償費、旅費、需用費（消

耗品費、会議費、印刷製本

費）、役務費（通信運搬費、

手数料、保険料）、使用料

及び賃借料、賃金、委託料、

1010 

（直接補助） 
 



扶助費又は補助金（支援リ

ーダーへの活動費に限

る。）、負担金 

○都道府県、指定都市、中

核市、市区町村が行う身近

な地域での日本語教育支

援事業の実施に必要な次

に掲げる経費 

 報償費、旅費、需用費（消

耗品費、印刷製本費）、役

務費（通信運搬費、手数料、

保険料）、使用料及び賃借

料、委託料、扶助費又は補

助金（入学金、受講料に限

る。） 

1010 

（直接補助） 
 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
 

○都道府県、指定都市、中

核市、市区町村が行う自立

支援通訳等派遣事業の実

施に必要な次に掲げる経

費 

 報償費、旅費、需用費(消

耗品費、印刷製本費、教材

費）、役務費（通信運搬費、

保険料、受講料）、使用料

及び賃借料、委託料 

1010 

（直接補助） 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市、市区町村が行う中国

残留邦人等への地域生活

支援プログラム事業の実

施に必要な次に掲げる経

費 

 報償費、旅費、需用費（消

耗品費、印刷製本費）、役

務費（通信運搬費、手数料、

保険料）、使用料及び賃借

料、委託料、扶助費又は補

助金（旅費、参加者教材費、

入学金、受講料、受験料に

限る。） 

1010 

（直接補助） 
 



○都道府県、指定都市、中

核市、市区、福祉事務所設

置町村が行う支援給付及

び配偶者支援金適正実施

推進事業の実施に必要な

次に掲げる経費 

 報酬、賃金、報償費、共

済費、旅費、需用費、役務

費、委託料、使用料及び賃

借料、備品購入費、負担金 

1010 

（直接補助） 
 
 
 
 

 
 

４ 小規模法人

のネットワーク

化による協働推

進事業等 

小規模法人のネット

ワーク化による協働

推進事業 
 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○都道府県、指定都市、中

核市が行う小規模法人の

ネットワーク化による協

働推進事業の実施に必要

な次に掲げる経費 
報酬、旅費、報償費、賃

金、需用費（消耗品費、印

刷製本費、食糧費、燃料費、

光熱水費、修繕料）、会議

費、使用料、賃借料、役務

費（雑役務費、通信運搬費、

手数料）、委託料、備品購

入費（単価 30 万円以上の

備品を除く。）、補助金 

定額補助 
（直接補助） 

○都道府県等が適当と認

めた団体が行う小規模法

人のネットワーク化によ

る協働推進事業の実施に

必要な次に掲げる経費 
 報酬、旅費、報償費、賃

金、需用費（消耗品費、印

刷製本費、食糧費、燃料費、

光熱水費、修繕料）、会議

費、使用料、賃借料、役務

費（雑役務費、通信運搬費、

手数料）、委託料、備品購

入費（単価 30 万円以上の

備品を除く。）、補助金 

定額補助 
（間接補助） 

社会福祉法人会計監 厚生労働大臣が ○社会福祉法人が行う社 定額補助 



査人設置モデル事業 必要と認めた額 会福祉法人会計監査人設

置モデル事業の実施に必

要な次に掲げる経費 
報償費、報酬、旅費、委

託料 

（間接補助） 

５ 介護のしご

との魅力発信等

特別対策事業 

介護職のイメージ刷

新等による人材確保

対策強化事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
 

○民間団体が行う介護職

のイメージ刷新等による

人材確保対策強化事業の

実施に必要な次に掲げる

経費 
 報酬、賃金、共済費、報

償費、旅費、原材料費、需

用費（消耗品費、燃料費、

食糧費、印刷製本費、光熱

水費）、役務費（雑役務費、

通信運搬費、手数料、広告

料、保険料）、使用料、賃

借料、委託料、備品購入費

（単価 30 万円以上の備品

を除く。） 

定額補助 
（直接補助） 

介護福祉士を目指す

外国人留学生等に対

する相談支援等の体

制整備事業 

厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○民間団体が行う、介護福

祉士を目指す外国人留学

生等に対する相談支援等

の体制整備事業に必要な

次に掲げる経費 
報酬、賃金、共済費、報償

費、旅費、需用費（消耗品

費、燃料費、食糧費、印刷

製本費、光熱水費）、役務

費（通信運搬費、手数料、

保険料）、使用料、賃借料、

委託料、備品購入費（単価

30 万円以上の備品を除

く。） 

定額補助 
（直接補助） 

介護技能評価試

験等実施事業 
介護技能評価試験等

実施事業 
厚生労働大臣が

必要と認めた額 
○介護技能評価試験等実

施事業の実施に必要な次

に掲げる経費 
報酬、給料、職員手当、賃

金、共済費、報償費、旅費、

定額補助 
（直接補助） 



原材料費、需用費（消耗品

費、燃料費、食糧費、印刷

製本費、光熱水費）、役務

費（雑役務費、通信運搬費、

手数料、広告料、保険料）、

使用料及び賃借料、委託

料、備品購入費（単価 30
万円以上の備品を除く。） 

 

 



別紙様式１ 

 

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 

 

平成  年度                                               地方公共団体名          

厚生労働省所管 

国 地 方 公 共 団 体 

備 考 歳 出 

 

予算科目 

交付決定 

 

の 額 

補 助 率 

歳   入 歳   出 

科 目 予算現額 収入済額 科 目 予算現額 

うち国庫 

補 助 金 

相 当 額 

支出済額 

うち国庫 

補 助 金 

相 当 額 

 

○○○○ 

○○○ 

○○○ 

○○○ 

 

円   円 円  円 円 円 円  

 

１ 「国」の「歳出予算科目」は、項及び目（交付決定が目の細分において行われる場合は、目の細分まで）を記載すること。 

  なお、各省各庁の長が補助金等を補助要綱又は補助条件等によって、補助事業等に要する経費の配分の変更について禁止し、又は各省各庁の長の承認

を要するものと規定している場合においては、他に流用することは禁止し、又は承認を要するものとして配分された経費に対する補助金等の額の区分名

を特掲し、その他の経費に対する補助金等の額については一括して「その他」の区分名を用いて記載すること。 

２ 「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては、款、項、目、節を、歳出にあっては款、項、目をそれぞれ記載すること。 

  なお、歳出にあたっては前記１のなお書きにより国の歳出予算科目欄において補助事業等に要する経費の配分に応じて補助金等の額の区分名を記

載する場合において、これに対応する経費の配分が目の内訳に係るときは、当該経費の配分の目の内訳として記載すること。 

３ 「予算現額」は、歳入にあっては当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減等の区分を

明らかにして記載すること。 

４ 「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載すること。 



別紙様式２ 

                                     

番 号 

                                     

年 月 日 

  

 

 

   厚生労働大臣 〇〇〇〇 殿 

 

 

 

                          法人名及び代表者名 〇〇〇〇 印 

 

 

平成  年度 消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

                     

 

 平成  年  月  日  第   号により交付決定があった平成  年度生活困窮者就労準備支

援事業費等補助金（社会福祉推進事業分・介護のしごとの魅力発信等特別対策事業分・介護技能評価試

験等実施事業分）について、生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱の７の（18）の規定に基

づき下記のとおり報告する。 

 

 

 １ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定による確

定額又は事業実績報告による精算額 

 

          金          円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（要国庫

補助金等返還相当額） 

 

          金          円 

 

 ３ 添付書類 

   記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定

収入の割合を確認できる資料）を添付する。 

 

 

 

 



別紙様式３ 

番     号  

年  月  日  

 

 

   厚 生 労 働 大 臣  殿 

 

 

都 道 府 県 知 事  

指 定 都 市 市 長  

中 核 市 市 長  

 

 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の交付申請について 

 

 

 標記について、次により国庫補助金を交付されたく関係書類を添えて申請する。 

 なお、管内市（区）町村分については申請書を受理し、その内容を審査した結果適正と

認められるので併せて提出する。 

 

 

１ 国庫補助金申請額       金       円 

    都 道 府 県 

    指 定 都 市   分  金       円 

    中  核  市 

    市（区）町村分      金       円 

 

２ 添付書類 

（１）平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（別紙１） 

（２）平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金市（区）町村別申請額 

内訳書（別紙２） 

（３）歳入歳出予算（見込）書抄本 

（４）その他参考となる書類 

 

３ 変更申請の場合には、１にかかわらず次のとおりとする。 

   申    請    額    金       円（Ａ） 

   前回までの交付決定額    金       円（Ｂ） 

   差引今回変更増△減額    金（Ａ）－（Ｂ）円 

 

 



都道府県
指定都市　　　　　
中 核 市 名         　　　      　

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 国庫補助 国庫補助 既交付 差引国庫
の収入額 支出予定額 基本額 所要額 決定額 補助金所要額

補助基本額 補助予定額
Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ (Ｊ－Ｋ)Ｌ

小規模法
人のネッ
トワーク
化による
協働推進
事業等

　　 ６ (3)から(5)を除き、Ｊ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。(3)から(5)は、端数切り捨て前の金額を記載すること。

　　    なお、(6)のＪ欄には、(3)から(5)の端数切り捨て前の金額を合計した後に、千円未満の端数を切り捨てた金額を記載すること。

　　 ２ (1)から(17)についてはＩ欄にはＦ欄の額を、Ｊ欄にはＩ欄の額に別表に定めるそれぞれの補助率を乗じて得た額を記載すること。また、(18)から(22)については、Ｉ欄には

       Ｆ欄とＨ欄とを比較して少ない額を記載すること。
　　 ３ 各欄には、市及び自ら事業を実施する町村を含まないこと。

　　 ４ (15)及び(20)のＡ欄からＪ欄は、別添の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書(地域福祉増進事業分)」に倣って記載すること。

　　 ５ (7)、(13)及び(19)のＡ欄からＪ欄は、別添の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）」に倣って記載すること。

(注) １ Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない方の額を記載すること。

　総　　　　　計

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

(19)被保護者就労準備支援等事業
（別添1-3）

生活困窮者就労準備支援
等事業

(18)その他生活困窮者の自立の促
進を図るために必要な事業
（別添1-1）

小　　　計

(17)小規模法人のネットワーク化による協働推進
事業

合　　　　　計

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

(15)地域福祉増進事業（別添1-2）

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

(11)その他生活困窮者の自立の
促進を図るために必要な事業
 （別添1-1）

(10)都道府県による市町村支援事
業

(9)生活困窮世帯の子どもに対す
る

直
　
接
　
補
　
助

個別
実施
の場
合

(1)就労準備支援事業

(2)家計相談(改善)支援事業

一体
実施
の場
合

(3)就労準備支援事業（上半
期分）

(4)家計相談支援事業（上半
期分）

(5)三事業一体的実施の場合
（下半期分）

(6)  計

（別紙１－１）
平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書

１　都道府県・指定都市・中核市総表 （単位：円）

区　　分
種　　目　　等

都道府県・指定都

市・中核市

都道府県・指定都

市・中核市

計

(7)被保護者就労準備支援等事業
  （別添1-3）

(8)一時生活支援事業

生活困窮者就労準備支援
等事業

計

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添1-3）

計

　　 ７ 地域福祉増進事業については、「介護福祉士修学資金等貸付事業」を除く。

小規模法
人のネッ
トワーク
化による
協働推進
事業等

間
　
接
　
補
　
助

生活保護適正

化等事業
(20)地域福祉増進事業（別添1-2）

(22)社会福祉法人会計監査人設置モデル事業

(21)小規模法人のネットワーク化による協働推進
事業



（別紙１－２）

都道府県名

１　都道府県総表
（単位：円）

総事業費
寄付金その他
の収入額

差引額
対象経費の
支出予定額

基準額 選定額
都道府県補助
基本額

都道府県補助
予定額

国庫補助
基本額

国庫補助
所要額

A B （A-B）C D E F G H I J

直
接
補
助

生活保護
適正化等
事業

地域福祉
増進事業

（１）介護福祉士修学資
金等貸付事業

間
接
補
助

生活保護
適正化等
事業

地域福祉
増進事業

（２）介護福祉士修学資
金等貸付事業

（注）　１　F欄には、C欄とD欄とE欄を比較していずれか少ない方の額を記載すること。

２　（２）については、I欄にはF欄とH欄とを比較して少ない方の額を記載すること。

３　（１）については、J欄は、I欄の額に補助率を乗じて得た額を記入すること。（２）については、J欄はI欄と同額を記入すること。

４　J欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書
介護福祉士修学資金等貸付事業

区分種目

合計



都道府県

指定都市　　　　　

中 核 市 名         　　　      　

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

対象経費の
支出予定額

基準額 選定額

都道府県
指定都市
中核市

補助基本額

都道府県
指定都市
中核市

補助予定額

国庫補助
基本額

国庫補助
所要額

　 　 　 　 　 　　 　
Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H Ｉ Ｊ

小　　　計

小　　　計

（記入要領）

Ａ～Ｊ欄の項目は、原則として各事業の協議書に従って記入すること。

J欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。
【直接補助事業について】
（１）Ｆ欄は、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない額を記入すること。ただし、「小計」のＦ欄については、各事業の選定額を積み上げた金額を記入すること。
（２）Ｉ欄は、Ｆ欄の額を記入すること。
（３）Ｊ欄は、Ｉ欄の額にそれぞれの補助率を乗じて得た額を記入すること。

【間接補助事業について】※「直接補助事業について」の（１）及び（３）は、間接補助事業についても同様の取扱いとする。
（１）Ｉ欄は、Ｆ欄とＨ欄とを比較して少ない額を記入すること。

別添１－１

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（その他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業分）

（単位：円）

区　　分
種　　目

直
　
接
　
補
　
助

生活困窮者自立支援法第７条第２項第３号に
基づく事業

間
　
接
　
補
　
助

その他生活困
窮者の自立の
促進を図るた
めに必要な事

業
（生活困窮者
就労準備支援

等事業）

民生委員・児童委員研修事業

地域における生活困窮者支援等のための共助
の基盤づくり等事業

熊本地震における被災者見守り・相談支援等
事業

ひきこもり対策推進事業

地域における生活困窮者支援等のための共助
の基盤づくり等事業

生活福祉資金貸付事業（貸付事務運営費分）

日常生活自立支援事業

熊本地震における被災者見守り・相談支援等
事業



都道府県

指定都市　　　　　

中 核 市 名         　　　      　

総事業費
寄付金その他
の収入額

差引額
対象経費の
支出予定額

基準額 選定額

都道府県
指定都市
中核市

補助基本額

都道府県
指定都市
中核市

補助予定額

国庫補助
基本額

国庫補助
所要額

　 　 　 　 　 　　 　
Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H Ｉ Ｊ

小　　　計

生活福祉資金
貸付事業

貸付原資
（臨時特例つなぎ分）

貸付原資（総合支援資金分）

貸付原資（要保護分）

貸付原資（激甚災害分）

貸付原資（一般分）

小　　　計

　　　Ａ～Ｊ欄の項目は、原則として各事業の協議書に従って記入すること。

J欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

（１）Ｉ欄は、Ｆ欄とＨ欄とを比較して少ない額を記入すること。

（記入要領）

【直接補助事業について】
（１）Ｆ欄は、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない額を記入すること。ただし、「小計」のＦ欄については、各事業の選定額を積み上げた金額を記入すること。

【間接補助事業について】※「直接補助事業について」の（１）及び（３）は、間接補助事業についても同様の取扱いとする。

（２）Ｉ欄は、Ｆ欄の額を記入すること。
（３）Ｊ欄は、Ｉ欄の額にそれぞれの補助率を乗じて得た額を記入すること。

社会福祉法人指導監督事業

災害福祉広域支援ネットワークの構築支援事業

福祉人材
確保事業

運営適正化委員会設置運営事業

直
　
接
　
補
　
助

外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業

間
　
接
　
補
　
助

地域生活定着促進事業

災害福祉広域支援ネットワークの構築支援事業

別添１－２

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（地域福祉増進事業分）

（単位：円）

区　　分
種　　目　　等

福祉人材確保推進事業



都道府県

指定都市　　　　　

中 核 市 名         　　　      　

総事業費
寄付金その他
の収入額

差引額
対象経費の
支出予定額

基準額 選定額

都道府県
指定都市
中核市

補助基本額

都道府県
指定都市
中核市

補助予定額

国庫補助
基本額

国庫補助
所要額

　 　 　 　 　 　
　 　

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H Ｉ Ｊ

小　　　計

間接補助
生活困窮者就労
準備支援等事業

被保護者就労準
備支援等事業

（記入要領）

 Ａ～Ｊ欄の項目は、原則として各事業の協議書に従って記入すること。

【直接補助事業について】

（１）Ｆ欄は、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない額を記入すること。ただし、「小計」のＦ欄については、各事業の選定額を積み上げた金額を記入すること。

（２）Ｉ欄は、Ｆ欄の額を記入すること。

（３）Ｊ欄は、Ｉ欄の額にそれぞれの補助率を乗じて得た額を記入すること。（千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。）

【間接補助事業について】　※「直接補助事業について」の（１）及び（３）は、間接補助事業についても同様の取扱いとする。

（１）Ｉ欄は、Ｆ欄とＨ欄とを比較して少ない額を記入すること。

直接補助

生活困窮者就労
準備支援等事業

被保護者就労準
備支援等事業

被保護者就労準備支援事業

生活保護適
正化等事業

生活保護適正実
施推進事業

生活保護法施行事務監査等事業

業務効率化事業
（補助率１／２分）

医療扶助適正化等事業
（補助率７／８分）

上記以外の生活保護適正実施推進事業

居宅生活移行支援事業

医療扶助適正化等事業
（補助率１０／１０分）

被保護者家計相談支援事業

都道府県等による生活保護業務支援事業

業務効率化事業
（補助率２／３分）

別添１－３

平成　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）

（単位：円）

区　　分
種　　目

居宅生活移行支援事業分

関係職員等研修・啓発事業及び
個別支援プログラム実施事業
（補助率１０／１０分を除く）

関係職員等研修・啓発事業
（補助率１０／１０分）

小　　　計



２　所要額算出内訳書

(単位：円)

金　　　額

就労準備支援事業 報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費 0

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

0

一時生活支援事業 報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費 0

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

扶 助 費

入 所 者 食 料 費

入所者日用 品費

原 材 料 費

0

計

計

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目

生活困窮者就労準備支援等
事業



(単位：円)

金　　　額

報 酬

給 料

（直接補助） 職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目

生活困窮者就労準備支援等
事業

被保護者就労準備支援等
事業

計

被保護者就労準備支援事業

計

居宅生活移行支援事業



報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

報 酬

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

報 酬

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

関係職員等研修・啓発事業
（補助率１０／１０分）

小　　　計

関係職員等研修・啓発事業
及び個別支援プログラム実
施事業
（補助率１０／１０分を除
く）

被保護者家計相談支援事業

計



報 酬

給 料

（間接補助） 職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

合　　　計

居宅生活移行支援事業
被保護者就労準備支援等
事業



(単位：円)

金　　　額

家計改善支援事業 報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費 0

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

0

生活困窮世帯の子どもに対する 報 酬

学習支援事業 給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費 0

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

0

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

生活困窮者就労準備支援等
事業

計

計

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目



都道府県による市町村 給 料

支援事業 職 員 手 当 等

共 済 費

報 酬

報 償 費

旅 費

賃 金

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費 0

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

補 助 金

0

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

対　象　経　費

科　　　目 金　　　額

別添１のとおり

計

小　　　計

区　　　分 種　　　目

生活困窮者就労準備支援等
事業

その他生活困窮者の自立の促進を
図るために必要な事業

－



別添1

その他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業
都道府県
指定都市 名
中 核 市

（直接補助） (単位：円)

科　　目 金　　額

（間接補助） (単位：円)

科　　目 金　　額

事　　業　　名
対　象　経　費

事　　業　　名
対　象　経　費



(単位：円)

金　　　額

給 料

職 員 手 当 等

報 酬

共 済 費

報 償 費

旅 費

賃 金

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

 　食　　糧　　費

   修    繕    料

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

助 成 金

計

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目

地域共生社会の実現に向け
た包括的支援体制構築事業

地域共生社会の実現に向けた包括
的支援体制構築事業



(単位：円)

金　　　額

生活保護適正化等事業 生活保護法施行事務 報 酬

　　　　　　　監査等事業 手 当

旅 費

報 酬

（補助率１／２分） 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

報 酬

（補助率２／３分） 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

医療扶助適正化等事業 報 酬

（補助率７／８分） 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

業務効率化事業

計

計

業務効率化事業

計

計

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目



医療扶助適正化等事業 報 酬

（補助率１０／１０分） 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

都道府県等による 報 酬

　　生活保護業務支援事業 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

上記種目以外の 報 酬

　　生活保護適正実施推進事業 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

合　　計

計

計



(単位：円)

金　　　額

報 酬

賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目

生活保護適正化等事業
自立支援プログラム策定実施推進
事業



金　　　額

※地域福祉増進事業費については、「介護福祉士修学資金等貸付事業」を除く。

(単位：円)

金　　　額

報 酬

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

使用料及び賃借料

賃 金

備 品 購 入 費

委 託 料

扶 助 費

補 助 金

負 担 金

金　　　額

生活保護適正化等事業 地域福祉増進事業 － 別添２のとおり

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目

対　象　経　費

科　　　目

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目

対　象　経　費

科　　　目

生活保護適正化等事業

計

中国残留邦人等地域生活支援事業

生活保護適正化等事業
地域福祉増進事業
　介護福祉士修学資金等貸付事業

－ 別添４のとおり

（都道府県名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目

対　象　経　費

科　　　目



別添２

地域福祉増進事業
都道府県
指定都市 名
中 核 市

(単位：円)

科　　目 金　　額

科　　目 金　　額

事　業　名（直接補助）
対　象　経　費

事　業　名（間接補助）
対　象　経　費



(単位：円)

金　　　額

報 酬

旅 費

報 償 費

賃 金

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 印 刷 製 本 費

　 食　　糧　　費

　 燃    料    費

　 光  熱  水  費

　 修　　繕　　料

会 議 費

使 用 料

賃 借 料

役 務 費 0

　 雑　役　務　費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

委 託 料

備 品 購 入 費

補 助 金

0

報 酬

旅 費

報 償 費

賃 金

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 印 刷 製 本 費

　 食　　糧　　費

　 燃    料    費

　 光  熱  水  費

　 修　　繕　　料

会 議 費

使 用 料

賃 借 料

役 務 費 0

　 雑　役　務　費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

委 託 料

備 品 購 入 費

補 助 金

0

報 償 費

報 酬

（間接補助） 旅 費

委 託 料

0

区　　　分 種　　　目

（都道府県・指定都市・中核市名：　　　　　　）

対　象　経　費

科　　　目

社会福祉法人会計監査人設
置モデル事業

計

小規模法人のネットワーク
化による協働推進事業

（直接補助）

計

小規模法人のネットワーク
化による協働推進事業

（間接補助）

計

小規模法人のネット
ワーク化による協働
推進事業等



別添３－１ 

 

事 業 計 画 書 

災害福祉広域支援ネットワークの構築支援事業 

 

 

１．実施主体（ネットワーク本部事務局） 

ア 実施主体名  

イ 担当部署  

ウ 担当者  

エ 電話番号  

オ e-mail  

カ 体制の構築状況  

注）都道府県知事が認める社会福祉法人等が実施主体となる場合については、都道府県及び社会福祉法人等の双方について記載 

 

２．事業計画 

①基本事業 

事業名  

 

 

 

 

事業内容 

 

事業を実施す

る必要性及び

期待される効

果 

 

研修・訓練等※ 実施予定回数 回 参加予定者数 名 

 
 
 
 
 
 
 



②体制構築事業 

過去の実施の

有無 
□ 有     □ 無 

事業名  

 

 

 

事業内容 

 

事業を実施す

る必要性及び

期待される効

果 

 

 
 

 

ネットワーク

の構成（予定）

団体とその役

割 

構成団体名 役割分担等の具体的内容 

  

  

  

  

  

  

※ 災害福祉支援チームの研修、訓練等を予定している場合には、実施予定回数及び参加予定者数について記載すること 



別添３－２ 

 

（支出予定額内訳） 

①基本事業（□直接補助、□間接補助） 

科 目 対象経費支出予定額 積算内訳 

 

報償費 

旅費 

賃金 

需用費 

消耗品費 

燃料費 

印刷製本費 

光熱水費 

修繕料 

食糧費 

会議費 

使用料 

賃借料 

役務費 

雑役務費 

通信運搬費 

保険料 

手数料 

委託料 

（委託料内訳も明記） 

備品購入費 

（単価 30 万円未満） 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

 

合 計 
  

 

 

 

 

 

 

 

 



②体制構築事業（□直接補助、□間接補助） 

※当該事業は前年度以前に補助を受けている場合は、受けることができない。 

科 目 対象経費支出予定額 積算内訳 

 

報償費 

旅費 

賃金 

需用費 

消耗品費 

燃料費 

印刷製本費 

光熱水費 

修繕料 

食糧費 

会議費 

使用料 

賃借料 

役務費 

雑役務費 

通信運搬費 

保険料 

手数料 

委託料 

（委託料内訳も明記） 

備品購入費 

（単価 30 万円未満） 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

円 

合 計 
  

 



別添４

地域福祉増進事業

都道府県名

（単位：円）

科　　目 金　　額

介護福祉士修学資金等貸付事業

科　　目 金　　額

介護福祉士修学資金等貸付事業

事　業　名（直接補助）
対　象　経　費

事　業　名（間接補助）
対　象　経　費

実　施　主　体
（間接補助の場合）



都道府県名

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 国庫補助 国庫補助 既交付 差引国庫

の収入額 支出予定額 基本額 所要額 決定額 補助金所要額

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ (Ｉ－Ｊ)K

(18)被保護者就労準備支援等事
業（別添）

計

　総　　　　　計

小　　　計

合　　　　　計

間
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

(17)その他生活困窮者の自立の
促進を図るために必要な事業

生活保護適

正化等事業 (19)地域福祉増進事業

(15)地域福祉増進事業

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

計

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添）

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

計

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

(11)その他生活困窮者の自立の
促進を図るために必要な事業

(10)福祉事務所未設置町村によ
る相談事業

(8)一時生活支援事業

(6)  計

(4)家計相談支援事業（上半
期分）

(2)家計相談(改善)支援事業

(3)就労準備支援事業（上半
期分）

○
○
市
区
町
村

直
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

個別

実施

の場

合

(1)就労準備支援事業

一体

実施

の場

合

(5)三事業一体的実施の場合
（下半期分）

(7)被保護者就労準備支援等事業
　（別添）

(9)生活困窮世帯の子どもに対す
る
学習支援事業

（別紙２）
平成　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 市（区）町村別所要額内訳

（単位：円）

区　　分
種　　目　　等

市区町村
補助予定額

合　　　　　計

市
区
町
村
分

直
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

個別

実施

の場

合

(1)就労準備支援事業

(2)家計相談(改善)支援事業

一体

実施

の場

合

(3)就労準備支援事業（上半
期分）

(4)家計相談支援事業（上半
期分）

(5)三事業一体的実施の場合
（下半期分）

(6)  計

(7)被保護者就労準備支援等事業
　（別添）

(8)一時生活支援事業

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

(9)生活困窮世帯の子どもに対す
る
学習支援事業

(10)福祉事務所未設置町村によ
る相談事業

計

(11)その他生活困窮者の自立の
促進を図るために必要な事業

計

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添）

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

(15)地域福祉増進事業

小　　　計

合　　　　　計

間
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

(17)その他生活困窮者の自立の
促進を図るために必要な事業

生活保護適

正化等事業 (19)地域福祉増進事業

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

(18)被保護者就労準備支援等事
業（別添）

計

　総　　　　　計

○
○
市
区
町
村

直
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

個別

実施

の場

合

(1)就労準備支援事業

(2)家計相談(改善)支援事業

一体

実施

の場

合 (4)家計相談支援事業（上半
期分）

(3)就労準備支援事業（上半
期分）

(6)  計

(5)三事業一体的実施の場合
（下半期分）

(8)一時生活支援事業

(7)被保護者就労準備支援等事業
　（別添）

(9)生活困窮世帯の子どもに対す
る
学習支援事業

(10)福祉事務所未設置町村によ
る相談事業

(11)その他生活困窮者の自立の
促進を図るために必要な事業

計

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

計

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添）

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

(15)地域福祉増進事業

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

小　　　計

生活保護適

正化等事業 (19)地域福祉増進事業

計

(17)その他生活困窮者の自立の
促進を図るために必要な事業

(18)被保護者就労準備支援等事
業（別添）

（注）１ Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない方の額を記入すること。

　　  ２ (7)、(13)及び(18)のＡ欄からＩ欄は、別添の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）」に倣って記載すること。

　　  ３ (3)から(5)を除き、Ｉ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。(3)から(5)は、端数切り捨て前の金額を記載すること。

         なお、(6)のＩ欄には、(3)から(5)の端数切り捨て前の金額を合計した後に、千円未満の端数を切り捨てた金額を記載すること。

　総　　　　　計

間
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援
等事業



別紙様式４ 
                                      

番 号 
                                      

年 月 日 
 

 
 
   厚生労働大臣 〇〇〇〇 殿 
 
 

法人名及び代表者名  〇〇〇〇 印 

 
 
 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 

（社会福祉推進事業分）の交付申請について 
 
 
 
 標記について、次により国庫補助金を交付されたく関係書類を添えて申請する。 
 
 
 
 １ 申 請 額     金          円 
                          （注）国庫補助所要額を記入すること。 

 
 ２ 平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業分）所要額調書（別紙１） 
 
 
 ３ 平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業分）事業実施計画書及び

所要額内訳書（別紙２） 

 
 
 ４ 添付書類 
 （１）平成 年度歳入歳出（収入支出）予算（見込）書抄本。 
   （注１） 予算書には、当該事業に係る経費である旨を関係部分に付記すること。 
 （２）法人においては、①定款、寄附行為又はこれらに相当する規則等。②役員名簿、③理事会の承

認を得た直近の財務諸表（貸借対照表、収支計算書、財産目録、正味財産増減計画書）及び事業

実績報告書。 

 （３）その他（事業の内容について参考となる資料を添付すること。） 
  



別紙１ 
平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業分）所要額調書 

                                                              
（法人名        ） 

事 業 区 分 事  業  名 
総事業費       

 
（Ａ） 

寄附金

その他

の収入

予定額 
（Ｂ） 

差 引 額       
(Ａ)－(Ｂ) 

 
（Ｃ） 

基 準 額       
 

（Ｄ） 

対象経費       
支出予定額       

 
（Ｅ） 

選 定 額       
(D)と(E)の
いずれか少

ない方の額 
 

（Ｆ） 

国 庫 補 助       
基 本 額       
(C)と(F)の
いずれか少

ない方の額 
（Ｇ） 

国庫補助       
所 要 額       

 
（Ｈ） 

○○事業 

         

         

         

区 分 計         

○○事業 

         

         

         

区 分 計         

合   計         

 （注） 本調書は、別紙２の支出所要額内訳の金額と一致するものであること。 
 
 



別紙２ 
平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業分） 
事業実施計画書及び所要額内訳書 

 
 法人名 

 
 
１．事業実施計画書  

   事  業  区  分 
※実施要領別紙１に定める区分番

号を記入すること 
  

 （区分番号） 

  
 
① 事   業   名 

 （具体的な事業名を記入すること。） 

 
② 事 業 実 施 目 的 

 
 
  

 
③ 事 業 実 施 計 画 

 

④ 国 庫 補 助 所 要 額                 千円 

⑤ 事業実施予定期間   平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 まで 

⑥ 事業実施予定場所  

⑦ 事 業 内 容   

 
⑧ 事業の効果及び活用 
    方法 

 

⑨ 事 業 担 当 者  

⑩ 経 理 担 当 者  
 
（注）１．事業ごとに別葉とすること。 
   ２．②は、実施する事業の目的を詳細に記入すること。 
   ３．③は、実施する事業の具体的な計画を詳細に記入すること。 
   ４．⑦は、実施する事業の事業項目、客体、事業の実施方式等を具体的かつ詳細に記入 
     すること。当該欄に記入困難な場合は任意様式で提出することも可。 
          また、事業の実施に当たって参考となる資料があれば添付すること。 
      ５．⑧は、実施する事業の効果と活用方法を具体的に記入すること。 
   ６．調査事業に関する事業については、別添「調査事業計画書」を添付すること。 



別 添 
                調 査 事 業 計 画 書  

  調 査 名  

 
 
   調 
 
 
 
  査 
 
 
 
  対 
 
 
 
  象 

 調査対象地区  

 調査対象者等  

 悉皆・抽出の別  （悉皆・抽出） 
 （抽出の場合は抽出方法） 

 調 査 方 法   （聞き取り、郵送等の方法を具体的に記入） 

 調 査 客 体 数   

 
 
 
 
 調 査 内 容  

 （主要調査事項及び内容） 

 調 査 時 期   

 
 
 調査結果の主要集計 
 項目 

 

 
 調査結果の活用法 

 

 
 そ の 他 参 考 事 項  

 

 
 
 
 



２．所 要 額 内 訳 書 
 
  法人名 

  

経 費 区 分  対 象 経 費 の  
支 出 予 定 額  積    算    内    訳 備   考 

 （例） 
 報   酬 
 
 賃   金 
 
 旅   費 
 
 消 耗 品 費 
 
 ○ ○ ○  
 
 ○ ○ ○  
 
 ○ ○ ○  
      ・ 
      ・ 
      ・ 

             円  （単価、員数、回数等を詳細に記入すること。） 
 （必要に応じ、内訳を別紙で添付すること。） 

 

   合  計  
 
（注）１．協議する事業ごとに別葉とすること。 
   ２．「経費区分」欄には、交付要綱の別表の第４欄に定められた本事業の対象経費により記入す

ること。 
 
 
 
 
 
 



別紙様式５ 

番     号  

年  月  日  

 

 

   厚 生 労 働 大 臣  殿 

 

 

市 （ 区 ） 町 村 長  

 

 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の交付申請について 

 

 

標記について、次により国庫補助金を交付されたく関係書類を添えて申請する。 

 

 

１ 申請額          金       円 

 

２ 添付書類 

（１）平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（別紙） 

（２）歳入歳出予算（見込）書抄本 

 

３ 変更申請の場合には、１にかかわらず次のとおりとする。 

   申    請    額    金       円（Ａ） 

   前回までの交付決定額    金       円（Ｂ） 

   差引今回変更増△減額    金（Ａ）－（Ｂ）円 

 

 



市（区）町村名

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 国庫補助 国庫補助 既交付 差引国庫

の収入額 支出予定額 基本額 所要額 決定額 補助金所要額

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ (Ｉ－Ｊ)K
個別
実施
の場
合

(1)就労準備支援事業

（別紙）
平成　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書

１　市（区）町村分総表 （単位：円）

区　　分
種　　目　　等

市区町村
補助予定額

生活困窮者就労準備支援等
事業

計

(2)家計相談(改善)支援事業

一体
実施
の場
合

(3)就労準備支援事業（上半期
分）

(4)家計相談支援事業（上半期
分）

(5)三事業一体的実施の場合
（下半期分）

(6)  計

(7)被保護者就労準備支援等事業
　（別添）

(8)一時生活支援事業

(11)その他生活困窮者の自立の
　 促進を図るために必要な事業

計

(9)生活困窮世帯の子どもに対する
学習支援事業

(10)福祉事務所未設置町村による相
談事業

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添）

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

(15)地域福祉増進事業

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

小　　　計
合　　　　　計

間
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援等
事業

(17)その他生活困窮者の自立の
    促進を図るために必要な事業

生活保護適
正化等事業 (19)地域福祉増進事業

直
　
接
　
補
　
助

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

(18)被保護者就労準備支援等事業
（別添）

計

（注）１ Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない方の額を記入すること。

　　  ２ (7)、(13)及び(18)のＡ欄からＩ欄は、別添の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）」に倣って記載すること。

　　  ３ (3)から(5)を除き、Ｉ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。(3)から(5)は、端数切り捨て前の金額を記載すること。

         なお、(6)のＩ欄には、(3)から(5)の端数切り捨て前の金額を合計した後に、千円未満の端数を切り捨てた金額を記載すること。

　総　　　　　計

市
区
町
村
分



市（区）町村名

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

対象経費の
支出予定額

基準額 選定額
市区町村

補助予定額
国庫補助
基本額

国庫補助
所要額

　 　 　 　 　
　

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ G H I

直接補助

小　　　計

間接補助
生活困窮者就労
準備支援等事業

被保護者就労準
備支援等事業

（記入要領）

 Ａ～Ｉ欄の項目は、原則として各事業の協議書に従って記入すること。

【直接補助事業について】

（１）Ｆ欄は、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない額を記入すること。ただし、「小計」のＦ欄については、各事業の選定額を積み上げた金額を記入すること。

（２）Ｈ欄は、Ｆ欄の額を記入すること。

（３）Ｉ欄は、Ｈ欄の額にそれぞれの補助率を乗じて得た額を記入すること。（千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。）

【間接補助事業について】　※「直接補助事業について」の（１）及び（３）は、間接補助事業についても同様の取扱いとする。

（１）Ｈ欄は、Ｆ欄とＧ欄とを比較して少ない額を記入すること。

居宅生活移行支援事業

関係職員等研修・啓発事業及び
個別支援プログラム実施事業
（補助率１０／１０分を除く）

関係職員等研修・啓発事業
（補助率１０／１０分）

小　　　計

医療扶助適正化等事業
（補助率１０／１０分）

業務効率化事業
（補助率２／３分）

別添

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）

（単位：円）

区　　分
種　　目

生活困窮者就労
準備支援等事業

被保護者就労準
備支援等事業

被保護者就労準備支援事業

生活保護適
正化等事業

生活保護適正実
施推進事業

業務効率化事業
（補助率１／２分）

医療扶助適正化等事業
（補助率７／８分）

上記以外の生活保護適正実施推進事業

居宅生活移行支援事業

被保護者家計相談支援事業



２　所要額算出内訳書

(単位：円)

金　　　額

就労準備支援事業 報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費 0

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

0

一時生活支援事業 報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費 0

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

扶 助 費

入 所 者 食 料 費

入所者日用 品費

原 材 料 費

0

計

計

（市区町村名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目

生活困窮者就労準備支援等
事業



(単位：円)

金　　　額

報 酬

給 料

（直接補助） 職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

（市区町村名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目

生活困窮者就労準備支援等
事業

被保護者就労準備支援等
事業

計

被保護者就労準備支援事業

計

居宅生活移行支援事業



報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

報 酬

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

報 酬

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

関係職員等研修・啓発事業
（補助率１０／１０分）

小　　　計

関係職員等研修・啓発事業
及び個別支援プログラム実
施事業
（補助率１０／１０分を除
く）

被保護者家計相談支援事業

計



報 酬

給 料

（間接補助） 職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

合　　　計

被保護者就労準備支援等
事業

居宅生活移行支援事業



(単位：円)

金　　　額

家計改善支援事業 報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

計

生活困窮世帯の子どもに対する
学習支援事業

生活困窮者就労準備支援等
事業

（市区町村名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目



福祉事務所未設置町村による 給 料

相談事業 職 員 手 当 等

共 済 費

報 酬

報 償 費

旅 費

賃 金

需 用 費 0

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

　 光  熱  水  費

   修    繕    料

会 議 費

役 務 費 0

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負 担 金

0

金　　　額

生活困窮者就労準備支援支
援等事業

その他生活困窮者の自立の促進を
図るために必要な事業

－ 別添１－１のとおり

計

小　　　計

（市区町村名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目



別添１－１

その他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業 市区町村名

（直接補助） (単位：円)

科　　目 金　　額

（間接補助） (単位：円)

科　　目 金　　額

事　　業　　名
対　象　経　費

事　　業　　名
対　象　経　費



(単位：円)

金　　　額

給 料

職 員 手 当 等

報 酬

共 済 費

報 償 費

旅 費

賃 金

需 用 費

　 消　耗　品　費

　 燃　  料　  費

　 印 刷 製 本 費

 　食　　糧　　費

   修    繕    料

役 務 費

　 通 信 運 搬 費

　 手    数    料

   保　　険　　料

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

助 成 金

計

（市区町村名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目

地域共生社会の実現に向け
た包括的支援体制構築事業

地域共生社会の実現に向けた包括
的支援体制構築事業



(単位：円)

金　　　額

生活保護適正化等事業 報 酬

（補助率１／２分） 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

報 酬

（補助率２／３分） 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

医療扶助適正化等事業 報 酬

（補助率７／８分） 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

医療扶助適正化等事業 報 酬

（補助率１０／１０分） 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

計

計

業務効率化事業

計

業務効率化事業

（市区町村名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目



上記種目以外の 報 酬

　　生活保護適正実施推進事業 賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

合　　計



(単位：円)

金　　　額

報 酬

賃 金

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料

賃 借 料

備 品 購 入 費

負 担 金

計

（市区町村名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目
対　象　経　費

科　　　目

生活保護適正化等事業
自立支援プログラム策定実施推進
事業



金　　　額

(単位：円)

金　　　額

報 酬

報 償 費

共 済 費

旅 費

需 用 費

役 務 費

使用料及び賃借料

賃 金

備 品 購 入 費

委 託 料

扶 助 費

補 助 金

負 担 金

生活保護適正化等事業 地域福祉増進事業 － 別添１－２のとおり

（市区町村名：　　　　　　）

（市区町村名：　　　　　　）

区　　　分 種　　　目

対　象　経　費

科　　　目

対　象　経　費

科　　　目

中国残留邦人等地域生活支援事業生活保護適正化等事業

計

区　　　分 種　　　目



別添１－２

地域福祉増進事業 市区町村名

(単位：円)

科　　目 金　　額

科　　目 金　　額

事　業　名（直接補助）
対　象　経　費

事　業　名（間接補助）
対　象　経　費



別紙様式６－１ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

厚生労働大臣       殿 

 

 

住   所 

法 人 名 

代 表 者         印 

 

 

平 成   年 度 生 活 困 窮 者 就 労 準 備 支 援 事 業 費 等 補 助 金 

（介護のしごとの魅力発信等特別対策事業のうち介護職のイメージ刷新等による人材確保

対策強化事業分）の交付申請について 

 

 

標記について、次のとおり申請する。 

 

１ 補助金交付申請額       金            円 

 

２ 添付書類 

（１）平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護職のイメージ刷新等によ

る人材確保対策強化事業分）所要額調書（別記１） 

（２）対象経費支出予定額算出明細書（別記２） 

（３）事業実施計画書（別記３） 

（４）直近の事業報告及び決算報告（又は事業計画及び収支予算） 

（５）業務実施体制を明らかにした書類 

（６）その他参考となる書類 

  



別記１

（円）

区　　　分

総事業費

Ａ

寄付金
その他の
収入額

Ｂ

差　引　額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

対 象 経 費
支出予定額

Ｄ

基　準　額

Ｅ

選　定　額
（ＤとＥとを
比較して少

ない方の額）
Ｆ

国庫補助基本額
（ＣとＦとを
比較して少

ない方の額）
Ｇ

国庫補助所要額

Ｈ

（注）H欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成　　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事業分）
所要額調書



別記２　　介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事業対象経費支出予定額算出明細書

区分 対象経費 費用の額 積算内訳・内容
報酬
賃金
共済費
報償費
旅費
原材料費
需用費
　 消耗品費
　 燃料費
 　食糧費
　 印刷製本費
   光熱水費
役務費
　 雑役務費
　 通信運搬費
   広告料
   手数料
 　保険料
使用料
賃借料
委託料
備品購入費

○○事業

合計



別記３

代表者

所在地

事業担当者

連絡先

千円

介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事業実施計画書

団体名称

<事業概要・成果目標＞

国庫補助
所要額

事業実施
予定期間

平成       年　　　月　　　日　　から　　平成       年　　　月　　　日　まで

取り組む事業
の概要、事業
実施により得
られる成果
※できる限り
具体的に記入
すること

メールアドレス



＜事業計画＞　※組織図、事業イメージ図等がある場合は添付すること

職員の体制
※事業全体の職員体制
について記入すること。
※組織図があれば添付
すること。

事業内容及び手法※具体的に記入すること

事業対象者の設定

目標設定

具体的な手法

事業規模（開催カ所数、開催頻度等）について

事業効果の検証について

事業実施スケジュール



別紙様式６－２ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

厚生労働大臣       殿 

 

 

住   所 

法 人 名 

代 表 者         印 

 

 

平 成   年 度 生 活 困 窮 者 就 労 準 備 支 援 事 業 費 等 補 助 金 

（介護のしごとの魅力発信等特別対策事業のうち介護福祉士を目指す外国人留学生等

に対する相談支援等の体制整備事業分）の交付申請について 

 

 

標記について、次のとおり申請する。 

 

１ 補助金交付申請額       金            円 

 

２ 添付書類 

（１）平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護福祉士を目指す外国人留

学生等に対する相談支援等の体制整備事業分）所要額調書（別記１） 

（２）対象経費支出予定額算出明細書（別記２） 

（３）事業実施計画書（別記３） 

（４）直近の事業報告及び決算報告（又は事業計画及び収支予算） 

（５）業務実施体制を明らかにした書類 

（６）その他参考となる書類 

 

  



別記１

（円）

区　　　分

総事業費

Ａ

寄付金
その他の
収入額

Ｂ

差　引　額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

対 象 経 費
支出予定額

Ｄ

基　準　額

Ｅ

選　定　額
（ＤとＥとを
比較して少

ない方の額）
Ｆ

国庫補助基本額
（ＣとＦとを
比較して少

ない方の額）
Ｇ

国庫補助所要額

Ｈ

介護福祉士を
目指す外国人
留学生等に対
する相談支援
等体制整備事
業

（注）H欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成　　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支援等の体制整備事業分）
所要額調書



区分 費用の額 積算内訳・内容
報酬
賃金
共済費
報償費
旅費
需用費
　 消耗品費
　 燃料費
 　食糧費
　 印刷製本費
   光熱水費
役務費
　 通信運搬費
   手数料
 　保険料
使用料
賃借料
委託料
備品購入費

合計

別記２　　介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支援等の体制整備事業対象経費支出予定額算出明細書



別記３

代表者

所在地

事業担当者

連絡先

千円

事業実施
予定期間

平成       年　　　月　　　日　　から　　平成       年　　　月　　　日　まで

取り組む事業
の概要、事業
実施により得
られる成果
※できる限り
具体的に記入
すること

メールアドレス

<事業概要・成果目標＞
国庫補助
所要額

介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支援等の体制整備事業

団体名称



＜事業計画＞　※組織図、事業イメージ図等がある場合は添付すること

事業実施スケジュール

職員の体制
※事業全体の職員体制
について記入すること。
※組織図があれば添付
すること。

事業内容及び手法※具体的に記入すること

事業対象者の設定

目標設定

具体的な手法

事業規模、頻度について

事業効果の検証について



別紙様式６－３ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

厚生労働大臣       殿 

 

 

住   所 

法 人 名 

代 表 者         印 

 

 

平 成   年 度 生 活 困 窮 者 就 労 準 備 支 援 事 業 費 等 補 助 金 

（介護技能評価試験等実施事業分）の交付申請について 

 

 

標記について、次のとおり申請する。 

 

１ 補助金交付申請額       金            円 

 

２ 添付書類 

（１）平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護技能評価試験等実施事業

分）所要額調書（別記１） 

（２）対象経費支出予定額算出明細書（別記２） 

（３）事業実施計画書（別記３） 

（４）直近の事業報告及び決算報告（又は事業計画及び収支予算） 

（５）業務実施体制を明らかにした書類 

（６）その他参考となる書類 

 

 

 



別記１

（円）

区　　　分

総事業費

Ａ

寄付金
その他の
収入額

Ｂ

差　引　額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

対 象 経 費
支出予定額

Ｄ

基　準　額

Ｅ

選　定　額
（ＤとＥとを
比較して少

ない方の額）
Ｆ

国庫補助基本額
（ＣとＦとを
比較して少

ない方の額）
Ｇ

国庫補助所要額

Ｈ

介護技能評価
試験等実施事
業

（注）H欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成　　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護技能評価試験等実施事業分）
所要額調書



区分 費用の額 積算内訳・内容
報酬
給料
職員手当
賃金
共済費
報償費
旅費
原材料費
需用費
　 消耗品費
　 燃料費
 　食糧費
　 印刷製本費
   光熱水費
役務費
　 雑役務費
　 通信運搬費
   手数料
   広告料
 　保険料
使用料及び賃借料
委託料
備品購入費

合計

別記２　　介護技能評価試験等実施事業対象経費支出予定額算出明細書



別記３

代表者

所在地

事業担当者

連絡先

千円

注）なお、詳細な事業計画については、別に定める方法により提出すること。

事業実施
予定期間

平成       年　　　月　　　日　　から　　平成       年　　　月　　　日　まで

取り組む事業
の概要

※取組内容、
スケジュール
など、できる
限り具体的に
記入すること

メールアドレス

<事業概要・成果目標＞
国庫補助
所要額

介護技能評価試験等実施事業

団体名称



別紙様式７ 

                                     番 号 
                                     年 月 日 
 
 
 
   厚生労働大臣 〇〇〇〇 殿 
 
 

法人名及び代表者名    〇〇〇〇 印 
 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 
                       （社会福祉推進事業分）に係る変更交付申請について 
 
 
 平成 年 月 日厚生労働省発社援第 号をもって交付決定を受けた標記の補助金について、次のと

おり変更されたく関係書類を添えて申請する。 
 
 １ 今回追加交付（一部取消）申請額     金          円 
 
   内訳 国庫補助金既交付決定額      金          円 
            変更後国庫補助金所要額      金          円 
 
 ２ 変更を必要とする理由 
 
 ３ 変更に要する諸様式については、所要額調書は別紙１とし、その他については申請手続の様式に

準ずる 
 
 ４  添付書類 
  （１）平成  年度歳入歳出（収入支出）予算（見込）書抄本 
      （注）予算書には、当該事業に係る経費である旨を関係部分に付記すること。 
 （２）法人においては、①定款、寄附行為又はこれらに相当する規則等、②役員名簿、③理事会の承

認を得た直近の財務諸表（貸借対照表、収支計算書、財産目録、正味財産増減計画書）及び事業

実績報告書。 
 （３）その他（事業の内容について参考となる資料を添付すること。）                                                                
 
 
 
  



 

 

 

別紙１ 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業分）所要額調書 

  （法人名        ） 

事 業 区 分 事  業  名 
総 事 業 費       

 

（Ａ） 

寄 附 金 そ      

の 他 の 収      

入 予 定 額      

 

（Ｂ） 

差 引 額       

( A ) - ( B )      
 

（Ｃ） 

基 準 額       
 

（Ｄ） 

対 象 経 費       

支出予定額       
 

（Ｅ） 

選 定 額       
(D)と(E)のいずれか 

少な い方の額       
 

（Ｆ） 

国 庫 補 助       

基 本 額       
(C)と(F)のいずれか 

少な い方の額       
（Ｇ） 

国 庫 補 助       

所 要 額       
 

（Ｈ） 

既 交 付       

決 定 額       
 

（Ｉ） 

差引追加交付 

（一部取消） 

申 請 額       
(Ｈ)－(Ｉ)      

（Ｊ） 

○○事業 

           

           

           

区 分 計           

○○事業 

           

           

           

区 分 計           

合   計           

 （注）１ 本調書は、別紙２の所要額内訳の金額と一致するものであること。 

    ２ 当初申請と異なる箇所については、変更前を上段に（  ）書きし、変更後を下段に対応して記入すること。 

 

 



別紙様式８－１ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

   

厚生労働大臣       殿 

 

 

住   所 

法 人 名 

代 表 者         印 

 

平 成  年 度 生 活 困 窮 者 就 労 準 備 支 援 事 業 費 等 補 助 金 

 （介護のしごとの魅力発信等特別対策事業のうち介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事

業分）に係る変更交付申請について 

 

平成  年  月  日厚生労働省発社援    第  号をもって交付の決定を受けた標記補助

金について、次のとおり変更されたく関係書類を添えて申請する。 

 

 

１ 今回追加交付（一部取消）申請所要額調書（別記１） 

２ 変更を必要とする理由 

 

 

３ 変更に要する諸様式については、所要額調書は別記１とし、その他については別紙様式６に準ず

る 

４ 添付書類 

（１）直近の事業報告及び決算報告（又は事業計画及び収支予算） 

（２）業務実施体制を明らかにした書類 

（３）その他参考となる資料 

  



別記１

（円）

区　　　分

総事業費

Ａ

寄付金
その他の
収入額

Ｂ

差　引　額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

対 象 経 費
支出予定額

Ｄ

基　準　額

Ｅ

選　定　額
（ＤとＥとを
比較して少

ない方の額）
Ｆ

国庫補助基本額
（ＣとＦとを
比較して少

ない方の額）
Ｇ

国庫補助所要額

Ｈ

既　　交　　付
決　　定　　額

Ｉ

差引追加交付
（一部取消）

申　　請　　額
（Ｈ－Ｉ）

Ｊ

（注）H欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成 　　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事業分）
所要額調書



別紙様式８－２ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

厚生労働大臣       殿 

 

 

住   所 

法 人 名 

代 表 者         印 

 

平 成  年 度 生 活 困 窮 者 就 労 準 備 支 援 事 業 費 等 補 助 金 

 （介護のしごとの魅力発信等特別対策事業のうち介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支

援等の体制整備事業分）に係る変更交付申請について 

 

平成  年  月  日厚生労働省発社援    第  号をもって交付の決定を受けた標記補助

金について、次のとおり変更されたく関係書類を添えて申請する。 

 

 

１ 今回追加交付（一部取消）申請所要額調書（別記１） 

２ 変更を必要とする理由 

 

 

３ 変更に要する諸様式については、所要額調書は別記１とし、その他については別紙様式６に準ず

る 

４ 添付書類 

（１）直近の事業報告及び決算報告（又は事業計画及び収支予算） 

（２）業務実施体制を明らかにした書類 

（３）その他参考となる資料 

 

 

  



別記１

（円）

区　　　分

総事業費

Ａ

寄付金
その他の
収入額

Ｂ

差　引　額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

対 象 経 費
支出予定額

Ｄ

基　準　額

Ｅ

選　定　額
（ＤとＥとを
比較して少

ない方の額）
Ｆ

国庫補助基本額
（ＣとＦとを
比較して少

ない方の額）
Ｇ

国庫補助所要額

Ｈ

既　　交　　付
決　　定　　額

Ｉ

差引追加交付
（一部取消）

申　　請　　額
（Ｈ－Ｉ）

Ｊ

介護福祉士を
目指す外国人
留学生等に対
する相談支援
等体制整備事
業

（注）H欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成 　　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支援等の体制整備事業分）
所要額調書



別紙様式８－３ 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

厚生労働大臣       殿 

 

 

住   所 

法 人 名 

代 表 者         印 

 

平 成  年 度 生 活 困 窮 者 就 労 準 備 支 援 事 業 費 等 補 助 金 

（介護技能評価試験等実施事業分）に係る変更交付申請について 

 

平成  年  月  日厚生労働省発社援    第  号をもって交付の決定を受けた標記補助

金について、次のとおり変更されたく関係書類を添えて申請する。 

 

 

１ 今回追加交付（一部取消）申請所要額調書（別記１） 

２ 変更を必要とする理由 

 

 

３ 変更に要する諸様式については、所要額調書は別記１とし、その他については別紙様式６に準ず

る 

４ 添付書類 

（１）直近の事業報告及び決算報告（又は事業計画及び収支予算） 

（２）業務実施体制を明らかにした書類 

（３）その他参考となる資料 

 

 

 



別記１

（円）

区　　　分

総事業費

Ａ

寄付金
その他の
収入額

Ｂ

差　引　額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

対 象 経 費
支出予定額

Ｄ

基　準　額

Ｅ

選　定　額
（ＤとＥとを
比較して少

ない方の額）
Ｆ

国庫補助基本額
（ＣとＦとを
比較して少

ない方の額）
Ｇ

国庫補助所要額

Ｈ

既　　交　　付
決　　定　　額

Ｉ

差引追加交付
（一部取消）

申　　請　　額
（Ｈ－Ｉ）

Ｊ

介護技能評価
試験等実施事
業

（注）H欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成 　　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護技能評価試験等実施事業分）
所要額調書



別紙様式９ 

番       号  

 

 

 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付決定通知書 

 

 

 

市 （ 区 ） 町 村   

 

 

 

 平成  年  月  日第    号で申請のあった平成  年度生活困窮者就労準備

支援事業費等補助金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和

30 年法律第 179 号）第６条(
第１項の規定により、     

第３項の規定により、修正のうえ)平成 年 月 日厚生労

働省発社援   第 号をもって次のとおり交付することに決定されたので、同法第８条

の規定により通知する。 

 

 

 

  平成  年  月  日 

 

 

 

都 道 府 県 知 事       

 

 

１ この補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、平成○○年○○月

○○日厚生労働省発社援○○○○第○号厚生労働事務次官通知の別紙「平成  年度生

活困窮者就労準備支援事業費等補助金」（以下「交付要綱」という。）の３に定める事

業であり、その内容は、(
平成  年  月  日第   号申請書記載のとおり

次のとおり                    )で

ある。 

 

２ 事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。ただし、事業の内容が変更

された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるときは、別に通知

するところによるものとする。 

 

   事業に要する経費    金       円 

   補 助 金 の 額    金       円 



３ 事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、次のとおりである。 

 

      区       分      事業に要する経費    補助金の額 

 

  生活困窮者就労準備支援等事業  金      円   金     円 

 

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業    金      円   金     円 

 

  生 活 保 護 適 正 化 等 事 業  金      円   金     円 

  

４ この補助金の額の確定は、交付要綱の４に定める交付額の算定方法により行うもので

ある。 

 

 

５ この補助金は、交付要綱の７に掲げる事項を条件として交付するものである。 

 

 

６ 事業に係る事業実績報告は、交付要綱の１２に定めるところにより行わなければなら

ない。 

 

 

７ この交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律第９条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期限

は、平成  年  月  日とする。



別紙様式１０ 

番       号  

 

 

 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 

変更交付決定通知書 

 

 

 

市 （ 区 ） 町 村   

 

 

 

 平成  年  月  日第    号で交付決定された平成  年度生活困窮者就労準

備支援事業費等補助金については、(
平成   年   月   日第       号申請に基づき、 

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 

                         

（昭和 30 年法律第 179 号）第 10 条第１項の規定により、)決定の内容の一部を次のとお

り変更することに決定されたので通知する。 
 

（超過交付額が生じた場合） 

 なお、超過交付となった金○○○○円については、(
補助金等に係る予算の執行の適  

同法             

 正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号） 

                    )第 18 条第１項の規定により、平成  

 年  月  日までに返還することを命ぜられたので併せて通知する。 

 

 

  平成  年  月  日 

 

 

都 道 府 県 知 事       

 

 

１ この補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、平成○○年○○月

○○日厚生労働省発社援○○○○第○号厚生労働事務次官通知の別紙「平成  年度生活

困窮者就労準備支援事業費等補助金」（以下「交付要綱」という。）の３に定める事業

であり、その内容は、平成  年  月  日申請書記載のとおり である。 

                        ２及び３のとおり（注）修正交付決定をする場合 



２ 事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりである。 

 

   事業に要する経費        金       円 

     うち今回増加額       金       円 

      （今回減少額） 

 

   補 助 金 の 額        金       円 

     うち今回追加交付額     金       円 

      （今回減少額） 

 

 

３ 事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額の区分は、次のとおりである。 

 

     区     分      事業に要する経費        補助金の額 

 

生活困窮者就労準備支援等事業   金      円       金     円 

             うち今回増加額 金      円 うち今回追加交付額 金     円 

              （今回減少額）          （今回減少額） 

 

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業   金      円       金     円 

             うち今回増加額 金      円 うち今回追加交付額 金     円 

              （今回減少額）          （今回減少額） 

 

 生 活 保 護 適 正 化 等 事 業   金      円       金     円 

             うち今回増加額 金      円 うち今回追加交付額 金     円 

              （今回減少額）          （今回減少額） 

 

  

４ この交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における補助金等に係る予算の執行

の適正化に関する法律第９条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期限

は、平成  年  月  日とする。 



別紙様式１１ 

番     号  

年  月  日  

 

 

   厚 生 労 働 大 臣  殿 

 

 

都 道 府 県 知 事  

指 定 都 市 市 長  

中 核 市 市 長  

 

 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金に係る 

事業実績報告について 

 

 

 平成  年  月  日第     号で交付決定を受けた平成  年度生活困窮者就

労準備支援事業費等補助金に係る事業実績報告について、次の関係書類を添えて報告する。 

 なお、同日付で交付決定を受けた管内市（区）町村分の事業実績については、次のとお

り報告があり、内容を審査した結果、適正と認められるので、併せて提出する。 

 

 

１ 平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書（別紙１） 

 

２ 当該補助金に係る歳入歳出決算書（又は見込書）抄本 

 

３ 事業実績報告（別紙２） 

 

４ 平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金市（区）町村別精算額 

内訳書（別紙３） 

 

５ その他参考となる書類 

 



都道府県
指定都市　　　　　
中 核 市 名         　　　      　

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 国庫補助 国庫補助 国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金

の収入額 支出済額 基本額 所要額 交付決定額 受入済額 過△不足額

補助基本額 補助額

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ (Ｌ－Ｊ)Ｍ

(注) １ Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない方の額を記載すること。

　　 ２ (1)から(17)についてはＩ欄にはＦ欄の額を、Ｊ欄にはＩ欄の額に別表に定めるそれぞれの補助率を乗じて得た額を記載すること。また、(18)から(22)については、Ｉ欄には

       Ｆ欄とＨ欄とを比較して少ない額を記載すること。
　　 ３ 各欄には、市及び自ら事業を実施する町村を含まないこと。

　　 ４ (15)及び(20)のＡ欄からＪ欄は、別添の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書(地域福祉増進事業分)」に倣って記載すること。

　　 ５ (7)、(13)及び(19)のＡ欄からＪ欄は、別添の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）」に倣って記載すること。

　　 ６ (3)から(5)を除き、Ｊ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。(3)から(5)は、端数切り捨て前の金額を記載すること。

        なお、(6)のＪ欄には、(3)から(5)の端数切り捨て前の金額を合計した後に、千円未満の端数を切り捨てた金額を記載すること。

　総　　　　　計

(22)社会福祉法人会計監査人設置モデル事業

合　　　　　計

間
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援等
事業

(18)その他生活困窮者の自立の促進
を図るために必要な事業
（別添1-1）

(19)被保護者就労準備支援等事業
（別添1-3）

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

計

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添1-3）

(15)地域福祉増進事業（別添1-2）

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

小　　　計

(9)生活困窮世帯の子どもに対する
学習支援事業

(10)都道府県による市町村支援事業

(11)その他生活困窮者の自立の
促進を図るために必要な事業
 （別添1-1）

計

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

(8)一時生活支援事業

(7)被保護者就労準備支援等事業
  （別添1-3）

（別紙１－１）
平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書

１　都道府県・指定都市・中核市総表 （単位：円）

区　　分
種　　目

都道府県・指定都

市・中核市

都道府県・指定都

市・中核市

直
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援等
事業

個別
実施
の場
合

(1)就労準備支援事業

(2)家計相談(改善)支援事業

一体
実施
の場
合

(3)就労準備支援事業（上半期
分）

(4)家計相談支援事業（上半期
分）

(5)三事業一体的実施の場合
（下半期分）

(6)  計

小規模法人の

ネットワーク

化による協働

推進事業等

(17)小規模法人のネットワーク化による協働推進事業

　　 ７ 地域福祉増進事業については、「介護福祉士修学資金等貸付事業」を除く。

計

生活保護適正

化等事業
(20)地域福祉増進事業（別添1-2）

小規模法人の

ネットワーク

化による協働

推進事業等

(21)小規模法人のネットワーク化による協働推進事業



（別紙１－２）

都道府県名

１　都道府県総表

総事業費
寄付金その
他収入額

差引額
対象経費の
支出済額

基準額 選定額
都道府県補
助基本額

都道府県補
助額

国庫補助基
本額

国庫補助所
要額

国庫補助金
交付決定額

国庫補助金
受入済額

国庫補助金
過△不足額

A B （A-B）C D E F G H I J K L （L-J）M

直
接
補
助

生活保
護適正
化等事
業

地域福祉
増進事業

（１）介護福祉士修
学資金等貸付事業

間
接
補
助

生活保
護適正
化等事
業

地域福祉
増進事業

（２）介護福祉士修
学資金等貸付事業

（注）　１　F欄には、C欄とD欄とE欄を比較していずれか少ない方の額を記載すること。

２　（２）については、I欄にはF欄とH欄とを比較して少ない方の額を記載すること。

３　（１）については、J欄はI欄の額に補助率を乗じて得た額を記入すること。（２）については、J欄はI欄と同額を記入すること。

４　J欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書
介護福祉士修学資金等貸付事業

区分種目

合計



都道府県

指定都市　　　　　

中 核 市 名         　　　      　

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

対象経費の
支出済額

基準額 選定額

都道府県
指定都市
中核市
補助額

都道府県
指定都市
中核市
補助額

国庫補助
基本額

国庫補助
所要額

　 　 　 　 　 　　 　
Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H Ｉ Ｊ

小　　　計

小　　　計

　　　Ａ～Ｊ欄の項目は、原則として各事業の協議書に従って記入すること。

      J欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。
【直接補助事業について】

ひきこもり対策推進事業

その他生活困
窮者の自立の
促進を図るた
めに必要な事
業
（生活困窮者
就労準備支援
等事業）

直
　
接
　
補
　
助

生活困窮者自立支援第７条第２項第３号に基
づく事業

民生委員・児童委員研修事業

熊本地震における被災者見守り・相談支援等
事業

別添１－１

平成　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書（その他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業分）

（単位：円）

区　　分
種　　目

（記入要領）

地域における生活困窮者支援等のための共助
の基盤づくり事業

間
　
接
　
補
　
助

生活福祉資金貸付事業（貸付事務運営費分）

日常生活自立支援事業

地域における生活困窮者支援等のための共助
の基盤づくり事業

（１）Ｉ欄は、Ｆ欄とＨ欄とを比較して少ない額を記入すること。

（１）Ｆ欄は、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない額を記入すること。ただし、「小計」のＦ欄については、各事業の選定額を積み上げた金額を記入すること。
（２）Ｉ欄は、Ｆ欄の額を記入すること。
（３）Ｊ欄は、Ｉ欄の額にそれぞれの補助率を乗じて得た額を記入すること。

【間接補助事業について】※「直接補助事業について」の（１）及び（３）は、間接補助事業についても同様の取扱いとする。

熊本地震における被災者見守り・相談支援等
事業



都道府県

指定都市　　　　　

中 核 市 名         　　　      　

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

対象経費の
支出済額

基準額 選定額

都道府県
指定都市
中核市

補助基本額

都道府県
指定都市
中核市
補助額

国庫補助
基本額

国庫補助
所要額

　 　 　 　 　 　　 　
Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H Ｉ Ｊ

小　　　計

生活福祉資金
貸付事業

貸付原資
（臨時特例つなぎ分）

貸付原資（総合支援資金分）

貸付原資（要保護分）

貸付原資（激甚災害分）

貸付原資（一般分）

小　　　計

　　　Ａ～Ｊ欄の項目は、原則として各事業の協議書に従って記入すること。

J欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

直
　
接
　
補
　
助

社会福祉法人指導監督事業

間
　
接
　
補
　
助

外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業

運営適正化委員会設置運営事業

福祉人材確保推進事業
福祉人材
確保事業

別添１－２

平成　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書（地域福祉増進事業分）

（単位：円）

区　　分
種　　目

【間接補助事業について】※「直接補助事業について」の（１）及び（３）は、間接補助事業についても同様の取扱いとする。

地域生活定着促進事業

災害福祉広域支援ネットワークの構築支援事業

災害福祉広域支援ネットワークの構築支援事業

（１）Ｉ欄は、Ｆ欄とＨ欄とを比較して少ない額を記入すること。

（記入要領）

【直接補助事業について】
（１）Ｆ欄は、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない額を記入すること。ただし、「小計」のＦ欄については、各事業の選定額を積み上げた金額を記入すること。
（２）Ｉ欄は、Ｆ欄の額を記入すること。
（３）Ｊ欄は、Ｉ欄の額にそれぞれの補助率を乗じて得た額を記入すること。



都道府県

指定都市　　　　　

中 核 市 名         　　　      　

総事業費
寄付金その他
の収入額

差引額
対象経費の
支出済額

基準額 選定額

都道府県
指定都市
中核市

補助基本額

都道府県
指定都市
中核市
補助額

国庫補助
基本額

国庫補助
所要額

　 　 　 　 　 　
　 　

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ H Ｉ Ｊ

小　　　計

間接補助
生活困窮者就労
準備支援等事業

被保護者就労準
備支援等事業

（記入要領）

 Ａ～Ｊ欄の項目は、原則として各事業の協議書に従って記入すること。

【直接補助事業について】

（１）Ｆ欄は、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない額を記入すること。ただし、「小計」のＦ欄については、各事業の選定額を積み上げた金額を記入すること。

（２）Ｉ欄は、Ｆ欄の額を記入すること。

（３）Ｊ欄は、Ｉ欄の額にそれぞれの補助率を乗じて得た額を記入すること。（千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。）

【間接補助事業について】　※「直接補助事業について」の（１）及び（３）は、間接補助事業についても同様の取扱いとする。

（１）Ｉ欄は、Ｆ欄とＨ欄とを比較して少ない額を記入すること。

居宅生活移行支援事業

関係職員等研修・啓発事業及び
個別支援プログラム実施事業
（補助率１０／１０分を除く）

関係職員等研修・啓発事業
（補助率１０／１０分）

小　　　計

居宅生活移行支援事業

都道府県等による生活保護業務支援事業

業務効率化事業
（補助率２／３分）

直接補助

生活困窮者就労
準備支援等事業

被保護者就労準
備支援等事業

被保護者就労準備支援事業

生活保護適
正化等事業

生活保護適正実
施推進事業

生活保護法施行事務監査等事業

業務効率化事業
（補助率１／２分）

医療扶助適正化等事業
（補助率７／８分）

上記以外の生活保護適正実施推進事業

医療扶助適正化等事業
（補助率１０／１０分）

被保護者家計相談支援事業

別添１－３

平成　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）

（単位：円）

区　　分
種　　目



２　支出済額内訳書

（１）生活困窮者就労準備支援等事業

都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

種目・事業名等

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（注）１　支出済額の合計金額と別紙１のＤ（対象経費の支出済額）の金額は一致すること。

　　　２　要綱別紙様式（所要額算出内訳書）に記載した順に事業を並べて記載すること。

　　  ３　直接補助事業、間接補助事業及びその他生活困窮者の自立の促進を図る事業は、
　　　　　様式を分けて記載すること。

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



（2）地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

都道府県

指定都市　名

中核市

(単位：円)

種目・事業名等

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

合計

（注）１　支出済額の合計金額と別紙１のＤ（対象経費の支出済額）の金額は一致すること。

　　　２　地域力強化推進事業、多機関の協働による包括的相談支援体制構築事業及び都道府県事業

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

　　　　はそれぞれの事業毎に記載すること。



（３）生活保護適正実施推進事業

　　ア　生活保護法施行事務監査等事業

都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



　　イ　業務効率化事業

都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

　　　（補助率１／２分）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



　　ウ　業務効率化事業

都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（　　　　）

　　　（補助率２／３分）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



　　エ　医療扶助適正化等事業

都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（　　　　）

　　　（補助率７／８分）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



　　オ　医療扶助適正化等事業

都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

　　　（補助率１０／１０分）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



都道府県

指定都市　名

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

巡回指導事業

（　　　　）

計

上記以外の事業

（　　　　）

計

（　　　　）

計

上記以外の事業

（　　　　）

計

計

合計

優良事例等の横展開事
業

（　　　　）

事
業
名

支出済額内訳

巡
回
指
導
事
業

研
修
事
業

新任ケース
ワーカー研修

　　カ　都道府県等による生活保護業務支援事業



巡回指導事業 （事業実績の概要）

　巡回頻度及びその考え方、延べ巡回回数、主な相談内容などを記載

上記以外の事業 （事業実績の概要）

　・電話及びメール等による相談件数

　・法律相談支援の内容（支援体制、相談件数、主な相談内容など）

（事業実績の概要）

　・開催実績（開催日時（日数）、参加者数など）

　・研修内容（カリキュラム）　　※内容が分かる資料添付でも可

　・研修会資料を別途添付

上記以外の事業 （事業実績の概要）

　・研修会名、開催実績（開催日時（日数）、参加者数など）

　・研修内容（カリキュラム）　　※内容が分かる資料添付でも可

（事業実績の概要）

　・優良事例の周知（横展開）頻度の考え方（年一回、半年、随時など）

　・周知（横展開）方法（メール、冊子、研修会等の資料など）

　・周知（横展開）した内容が分かる資料（成果物）を添付

巡
回
指
導
事
業

研
修
事
業

新任ケース
ワーカー研修

優良事例等の横展開事
業

　　カ－②　都道府県等による生活保護業務支援事業（事業実績）

事
業
名

事業名 事業実績



都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

　　キ　上記以外の生活保護適正実施推進事業

支出済額内訳



（４）自立支援プログラム策定実施推進事業

都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



（５）地域福祉増進事業

都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

種目・事業名等

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（注）１　支出済額の合計金額と別紙１のＤ（対象経費の支出済額）の金額は一致すること。

　　　２　要綱別紙様式３の別紙（所要額算出内訳書）に記載した順に事業を並べて記載すること。

　　　６　地域福祉増進事業費については、「介護福祉士修学資金等貸付事業」を除く。

　　　５　災害福祉広域支援ネットワークの構築支援事業については、基本事業と、体制強化事業を
　　　　　分けて記載すること。

　　　４　地域定着促進事業についてのみは、旅費・通信運搬費に関し、都道府県域を超えて業務を
　　　　　行う上で要したものと、都道府県内で業務を行う上で要したものとを区分けできる範囲で
　　　　　区分けし、記入すること。

　　　３　直接補助事業及び間接補助事業は、様式を分けて記載すること。

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



（６）中国残留邦人等地域生活支援事業

都道府県

指定都市　名

中核市　

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（注１）本表は実施主体ごとに作成する。

（注２）同一事業内において、複数の事業内容を行った場合は事業内容毎に記入すること。
　　（例えば、日本語交流事業にて、料理教室や健康教室等の複数の事業内容を行った場合はそれぞれの
　　事業内容毎に記入すること。）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



（７）小規模法人のネットワーク化による協働推進事業等

　ア　小規模法人のネットワーク化による協働推進事業

都道府県
指定都市　名
中核市

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　目 支出済額 積算内訳

小規模法人のネット
ワーク化による協働
推進事業
（直接補助分）

計

事業名

（実施期間） 科　目 支出済額 積算内訳

小規模法人のネット
ワーク化による協働
推進事業
（間接補助分）

計

（　　　　）

支出済額内訳

（　　　　）

支出済額内訳



（７）小規模法人のネットワーク化による協働推進事業等

　イ　社会福祉法人会計監査人設置モデル事業

都道府県
指定都市　名
中核市

(単位：円)

事業名

（実施期間） 法人名 支出済額 事業内容

社会福祉法人会計監
査人設置モデル事業
（間接補助）

計

支出済額内訳

（　　　　）



（８）地域福祉増進事業（介護福祉士修学資金等貸付事業）

都道府県名

(単位：円)

科　　目

計

（注）１　支出済額の合計金額と別紙１－２のＤ（対象経費の支出済額）の金額は一致すること。

　　　２　直接補助事業及び間接補助事業は、様式を分けて記載すること。

事業名
支出済額内訳

支出済額

介護福祉士修学資金
等貸付事業



（別紙２）

（１）生活困窮者就労準備支援等事業実績報告書

　ア　生活福祉資金貸付事業

都道府県

指定都市　名

中 核 市

（注）１．同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



　イ　ひきこもり対策推進事業

都道府県

指定都市　名

中 核 市

（注）１．同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



　ウ　日常生活自立支援事業

都道府県

指定都市　名

中 核 市

（注）１．同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



　エ-1　地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業

都道府県

指定都市　名

中 核 市

（注）１．同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



エ-2

今年度における取組内容 ※　今年度における取組内容を定性的に記述するこ
　と。

地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業

成果目標 ※　本事業を通じて、地域において解決すべき課題
　を目標として掲げ、可能な限り定量的に記述する
　こと。

地域福祉計画における
根拠規定

※　地域福祉計画における根拠規定の抜粋を記述す
　ること。地域福祉計画未策定又は改定中の場合に
　あっては、この限りではない。

成果目標に対する進捗度合 ※　成果目標に対する事業の進捗度合を可能な限り
　定量的に記載すること。

第三者委員会等により評価結果 ※　第三者委員会等における評価結果の内容を記述
　すること。

今後の取組・見直し方針 ※　今年度の事業実施上の課題及びそれらを踏まえ
　た次年度以降の取組・見直し内容を記述すること。



　オ　民生委員・児童委員研修事業

都道府県

指定都市　名

中 核 市

（注）１．同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



　カ-1　熊本地震における被災者見守り・相談支援等事業

都道府県

指定都市　名

中 核 市

（注）１．同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



カ-２

熊本地震における被災者見守り・相談支援等事業

　　数を記載すること。

１．相談員数等

その他の職員数

専任職員数 兼務職員数 合計数

相談員数

※２　支援対象地域が複数ある場合は、欄を分けて記載すること。

※１　相談員数には、見守りや相談等の直接的な支援を担う職員のほか、これらの職員をコーディネートする職員の

※２　本事業により配置する相談員数等に限って記載すること。

２．支援対象地域、世帯数

※１　人口には、被災者以外の者を含む支援対象地域の全人口を記載すること。

　　（例）支援対象地域が○○市と△△町の場合。

支援対象地域 左記の支援対象地域の人口 対象世帯数

合計



（２）地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業実績報告書

都道府県名

（注）同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



（３）地域福祉増進事業実績報告書

　　ア　福祉人材確保推進事業（うち都道府県人材センター実施分）

都道府県　名

（注）同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



　　イ　福祉人材確保推進事業（うち支所型福祉人材バンク実施分）

都道府県　名

（注）１　同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



　　ウ　福祉人材確保推進事業（うち都市型福祉人材バンク実施分）

指定都市

中 核 市　名

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



　　エ　介護福祉士修学資金等貸付事業

　　　a　都道府県が実施主体である場合 

都道府県　名

　　　b　都道府県が適当と認める団体が実施主体である場合 

都道府県　名

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績

介護福祉士修学資
金等貸付事業

事業名 補助先 受入年月日 受入額

介護福祉士修学資
金等貸付事業



　　オ　社会福祉法人指導監督事業

都道府県　名

（注）１　同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名 事業実績



カ 災害福祉広域支援ネットワークの構築支援事業 

 

１．実施主体（ネットワーク本部事務局） 

ア 実施主体名  

イ 担当部署  

ウ 担当者  

エ 電話番号  

オ e-mail  

カ 体制の構築状況  

注）都道府県知事が認める社会福祉法人等が実施主体となる場合については、都道府県及び社会福祉法人等の双方について記載 

 

２．事業実績 

事業名 事業実績 支出済額 積算 

    

    

    

    

※本事業に係る報告書の他、協定書やマニュアル等の成果物があれば提出すること



　　キ　地域生活定着促進事業

都道府県　名

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



　　ク　外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業

都道府県　名

（注）１　同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名 事業実績



　　ケ　臨時特例つなぎ資金事業

都道府県　名

（注）　同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



　　コ　運営適正化員会設置運営事業

都道府県　名

（注）１　同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名 事業実績



（４）中国残留邦人等地域生活支援事業実績報告書

　

都道府県

指定都市　名

中 核 市

（注１）本表は実施主体ごとに作成する。

（注２）「事業名」の欄には、「中国残留邦人等地域生活支援事業の交付方針等について」の協議
　　　様式別紙２の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書事業別内訳書」の事業名と
　　　一致させること。また、同一事業内において、複数の事業内容を行った場合は事業内容毎に記
　　　入すること。（例えば、日本語交流事業にて、料理教室や健康教室等の複数の事業内容を行った
　　　場合はそれぞれの事業内容毎に記入すること。）

（注３）「事業実績」の欄には、補助協議をした際に「中国残留邦人等地域生活支援事業の交付方
　　　針等について」の協議様式別紙３の「中国残留邦人等地域生活支援事業実施計画」の「３．
　　　事業計画」で記載した事項については、必ず記入すること。その他、必要な事項について記
　　　入すること。

事業名
実施主体

（委託先）
事業実績



都道府県名

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 市区町村 国庫補助 国庫補助 国庫補助金 国庫補助金 差引国庫

の収入額 支出済額 補助額 基本額 所要額 交付決定額 受入済額 補助金所要額

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ (Ｋ－Ｉ)Ｌ

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 市区町村 国庫補助 国庫補助 国庫補助金 国庫補助金 差引国庫

の収入額 支出済額 補助額 基本額 所要額 交付決定額 受入済額 補助金所要額

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ (Ｋ－Ｉ)Ｌ

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 市区町村 国庫補助 国庫補助 国庫補助金 国庫補助金 差引国庫

の収入額 支出済額 補助額 基本額 所要額 交付決定額 受入済額 補助金所要額

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ (Ｋ－Ｉ)Ｌ

　総　　　　　計

(18)被保護者就労準備支援等
事業（別添）

合　　　　　計

間
接
補
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

(17)その他生活困窮者の自立
の促進を図るために必要な事
業

計

生活保護適

正化等事業 (19)地域福祉増進事業

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

(15)地域福祉増進事業

(11)その他生活困窮者の自立
の促進を図るために必要な事
業

計

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事
業

(10)福祉事務所未設置町村に
よる相談事業

(9)生活困窮世帯の子どもに対
する学習支援事業

(8)一時生活支援事業

(7)被保護者就労準備支援等事
業（別添）

一体

実施

の場

合

(3)就労準備支援事業（上
半期分）

(4)家計相談支援事業（上
半期分）

(2)家計相談(改善)支援事
業

区　　分
種　　目

○
○
市
区
町
村

直
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

個別

実施

の場

合

(1)就労準備支援事業

(6)  計

(5)三事業一体的実施の場
合（下半期分）

計

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添）

小　　　計

（注）１ Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない方の額を記入すること。

      ２ (1)から(16)については、Ｈ欄にはＦ欄の額を、Ｉ欄にはＨ欄の額に別表に定めるそれそれの補助率を乗じて得た額を記載すること。
　　　　　また、(17)から(19)については、Ｈ欄にはＦ欄とＧ欄とを比較して少ない額を記載すること。（ただし、千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。）

　　  ３ (7)、(13)及び(18)のＡ欄からＩ欄は、別添の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）」に倣って記載すること。

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

　　　４ (3)から(5)を除き、Ｉ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。(3)から(5)は、端数切り捨て前の金額を記載すること。

         なお、(6)のＩ欄には、(3)から(5)の端数切り捨て前の金額を合計した後に、千円未満の端数を切り捨てた金額を記載すること。

　総　　　　　計

計

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事
業

生活困窮者就労準備支援
等事業

個別

実施

の場

合

(1)就労準備支援事業

(2)家計相談(改善)支援事
業

一体

実施

の場

合

(9)生活困窮世帯の子どもに対
する学習支援事業

合　　　　　計

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

（別紙3）
平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金市（区）町村別精算額内訳

（単位：円）

区　　分
種　　目

市
区
町
村
分

直
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

個別

実施

の場

合

(1)就労準備支援事業

(2)家計相談(改善)支援事
業

一体

実施

の場

合

区　　分
種　　目

○
○
市
区
町
村

(8)一時生活支援事業

(7)被保護者就労準備支援等事
業（別添）

(3)就労準備支援事業（上
半期分）

(4)家計相談支援事業（上
半期分）

(5)三事業一体的実施の場
合（下半期分）

(6)  計

(7)被保護者就労準備支援等事
業（別添）

(8)一時生活支援事業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添）

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

(15)地域福祉増進事業

小　　　計

計

間
接
補
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

計

生活保護適

正化等事業 (19)地域福祉増進事業

(17)その他生活困窮者の自立
の促進を図るために必要な事
業

(18)被保護者就労準備支援等
事業（別添）

(9)生活困窮世帯の子どもに対
する学習支援事業

(10)福祉事務所未設置町村に
よる相談事業

(11)その他生活困窮者の自立
の促進を図るために必要な事
業

計

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事
業

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

(3)就労準備支援事業（上
半期分）

(4)家計相談支援事業（上
半期分）

(5)三事業一体的実施の場
合（下半期分）

(6)  計

　総　　　　　計

(11)その他生活困窮者の自立
の促進を図るために必要な事
業

(10)福祉事務所未設置町村に
よる相談事業

計

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添）

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

(15)地域福祉増進事業

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

小　　　計

合　　　　　計

間
接
補
助

生活困窮者就労準備支援
等事業

(17)その他生活困窮者の自立
の促進を図るために必要な事
業

生活保護適

正化等事業 (19)地域福祉増進事業

直
　
接
　
補
　
助

(18)被保護者就労準備支援等
事業（別添）

計



別紙様式１２ 

                                     

番 号 
                                     

年 月 日 
 
 
   厚生労働大臣 〇〇〇〇 殿 
 
 

法人名及び代表者名   

 〇〇〇〇 印 
 
 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 

（社会福祉推進事業分）の事業実績報告について 
 
 
 平成  年  月  日厚生労働省発社援    第 号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業

実績報告について、次のとおり関係書類を添えて報告する。 
 
 
 １ 精 算 額     金          円 
   （注）国庫補助所要額（精算額調書中、Ｈ欄に記載されるべき金額）を記入すること。 

 
 ２ 平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業分）精算額調書（別紙１） 
 
 ３ 平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業分）事業実施報告書及び

支出済額内訳書（別紙２） 
 
 ４ 事業概略書（別紙３） 
 
 ５ 添付書類 
 （１）平成 年度歳入歳出（収入支出）決算（見込）書抄本。 
   （注）決算書には、当該事業に係る経費である旨を関係部分に付記すること。 
 （２）調査研究等事業については、調査研究等の報告書（成果物）を別途指定された部数添付するこ

と。また、報告書は別紙４を参考に作成すること。 

（３）その他、事業の内容について参考となる資料を添付すること。 

 

 

  



 

 

別紙１ 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業分）精算額調書 

                                                                                               （法人名        ） 

事 業 区 分 事  業  名 
総 事 業 費       

 

（Ａ） 

寄 附 金     
その他の 

収 入 額     
 

（Ｂ） 

差 引 額       

( A ) - ( B )      
 

（Ｃ） 

基 準 額       
 

（Ｄ） 

対 象 経 費       

支 出 済 額       
 

（Ｅ） 

選 定 額       
(D)と(E)のいずれか 

少な い方の額       
 

（Ｆ） 

国 庫 補 助       

基 本 額       
(C)と(F)のいずれか 

少な い方の額       
（Ｇ） 

国 庫 補 助       

所 要 額       
 

（Ｈ） 

国庫補助金       

交付決定額       
 

（Ｉ） 

国 庫 補 助       

受 入 済 額       
 

（Ｊ） 

国庫補助金       

過 不 足 額       

( J ) - ( H )      
（Ｋ） 

 

○○事業             

            

            

区 分 計            

 

○○事業             

            

            

区 分 計            

 

 

合   計 

           

 （注） 本調書は、別紙２の支出済額内訳の金額と一致するものであること。 

     

 



別紙２ 
平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（社会福祉推進事業） 

事業実施報告書及び支出済額内訳書 
 
         法人名 

 
 
１．事業実施報告書  

   事  業  区  分 

※実施要領別紙１に定める区分番

号を記入すること 
 

 （区分番号） 

   
 
① 事   業   名 

 （具体的な事業名を記入すること。） 

 
② 事 業 実 施 目 的 

 

③ 事 業 実 施 経 過 
 

④ 国 庫 補 助 所 要 額                 千円 

⑤ 事 業 実 施 期 間   平成 年 月 日 から 平成 年 月 日 まで 

 
⑥ 事 業 実 施 場 所 

 

⑦ 事 業 結 果 の 概 要  
 

⑧ 事 業 担 当 者  

⑨ 経 理 担 当 者  

 
（注）１．事業ごとに別葉とすること。 
   ２．③は、実施した事業について、その具体的な経過を詳細に記入すること。 
   ３．⑦は、実施した事業について、事業項目、客体、事業の実施方式等を具体的かつ詳細に記入 
     すること。当該欄に記入困難な場合は任意様式で提出することも可。 
      ４．その他、事業の実施にあたって参考となる資料を添付すること。 
 
 
 
 
 



２．支 出 済 額 内 訳 書 
 
  法人名 

 
 

経 費 区 分  対 象 経 費 の  
支 出 済 額  積    算    内    訳 備   考 

 （例） 
 報   酬 
 
 賃   金 
 
 旅   費 
 
 消 耗 品 費 
 
 ○ ○ ○  
 
 ○ ○ ○  
 
 ○ ○ ○  
 
 
 

             円  （単価、員数、回数等を詳細に記入すること。） 
 （必要に応じ、内訳を別紙で添付すること。） 

 

   合  計  

 
（注）１．事業ごとに別葉とすること。 
   ２．「経費区分」欄には、交付要綱の別表に定められた本事業の対象経費により記入すること。 



別紙３  
事 業 概 略 書 

                                                                                 
 （普及啓発、研修会等事業の場合）                                               
                                                                                  

    （記入例） 
     ○○○○○○○○に関する研修会 
 
       ○○○○法人  ○○○○財団  （報告書Ａ４版 ○○頁） 

 

 
  

 事 業 目 的  
 
                    事業の目的を明確に記入すること。                           
 

 事 業 概 要  
 
                    事業の概要を具体的に記入すること。                         
                                                                                 
              （注意点）                                                         
          普及啓発、研修会等の内容、方法等について具体的に記入すること。 
                    また、委員会、検討会を設置した事業については、委員会名等を記入し、事業の 
         実施を一部委託した部分がある場合は、その委託先を記入すること。             

    
                                                                                 

 事 業 結 果  
 
                                                                                 
              事業の結果及び評価を具体的に記入すること。                         
                                                                                 
       （注意点）                                                         
          普及啓発、研修会等の結果に基づき効果又は評価について具体的に記入する 
         とともに、効果又は評価を踏まえた今後の課題、展開等について具体的に記入 
         すること。                                     
                                                                                

 事業実施機関  
 
                       ○○○○法人   ○○○○財団                                   
            （下段に、具体的に郵便番号、所在地、電話番号を記入する） 
                                                                                 
       様式については、以下の要領にてＡ４版によりお願いします。                  
                           文字数                ４０字                          
                           行数                  ４５行                          
                           文字の大きさ          １１ポイント                    
                           上下余白              ３０ミリ                        
                           左右余白              ２５ミリ                        
                                                                                 
  

 



（調査研究事業の場合）                                                         
                                                                                  

   （記入例） 
     ○○○○○○○○に関する調査研究事業 
 
         ○○県   ○○○市  （報告書Ａ４版 ○○頁） 

 
                                                                                        

 事 業 目 的 
 
                     事業の目的を明確に記入すること。                           
                                                                                 

 事 業 概 要 
 
                      事業の概要を具体的に記入すること。                         
               （注意点）                                                         
          調査研究の内容、方法、調査客対数、調査対象事業等について具体 
         的に記入すること。                                             
                    また、委員会、検討会を設置した事業については、委員会名等を記 
         入し、事業の実施を一部委託した部分がある場合は、その委託先を記 
         入すること。                                                   

 

 調査研究の過程 
                       調査研究の過程を具体的に記入すること。 

       （注意点）                                                 

          当初想定していた結果や結論が得られない恐れがあり、実施方法を変更した 

等調査研究の過程について詳細に記入すること。 （別紙でも可） 

 

 事 業 結 果 
 
                    事業の結果及び評価を具体的に記入すること。                         
       （注意点）                                                         
          調査研究結果に基づき効果又は評価について具体的に記入するとと 
         もに、効果又は評価を踏まえた今後の課題、展開等について具体的に 
         記入すること。  

 

 事業実施機関 
 
                      ○○県  ○○○市 
            （下段に、具体的に郵便番号、所在地、電話番号を記入する） 
                                                                                           

                                                    
       様式については、以下の要領にてＡ４版によりお願いします。                  
                           文字数                ４０字                          
                           行数                  ４５行                          
                           文字の大きさ          １１ポイント                    
                           上下余白              ３０ミリ                        
                           左右余白              ２５ミリ                                  

     



別紙４  
 

調査研究等の報告書表紙レイアウト（参考） 
                                                                                 
                                                                                   

平成○○年度 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 
      

社会福祉推進事業 

 

○○○○○○○○○○○○○○○○に関する調査研究事業 
 

団体名 

 

平成○○年（○○○○）年○○月 
 
 

 

 

調査研究等の報告書目次レイアウト（参考） 
 

 

 

 

目次 
 

Ⅰ．研究の概要 

１． 研究の目的                            ○ 

２． 事業実施の概要 

 

Ⅱ．○○○○に関する実態調査                      ○ 
１．目的 

   ２．実施対象 

３．実施方法 

４．結果と考察 

 

Ⅲ．資料編                               ○ 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



別紙様式１３ 

番     号  

年  月  日  

 

 

   厚 生 労 働 大 臣  殿 

 

 

市 （ 区 ） 町 村 長  

 

 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金に係る 

事業実績報告について 

 

 

 平成  年  月  日第     号で交付決定を受けた平成  年度生活困窮者就

労準備支援事業費等補助金に係る事業実績報告について、次の関係書類を添えて報告する。 

 

 

１ 平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書（別紙） 

 

２ 当該補助金に係る歳入歳出決算書（又は見込書）抄本 

 

３ その他参考となる資料 

 

 



市（区）町村名

総事業費 寄付金その他 差引額 対象経費の 基準額 選定額 市区町村 国庫補助 国庫補助 国庫補助金 国庫補助金 差引国庫
の収入額 支出済額 補助額 基本額 所要額 交付決定額 受入済額 補助金所要額

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ (Ｋ－Ｉ)Ｌ

（別紙）
平成　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 精算額内訳

１　市（区）町村分総表 （単位：円）

区　　分
種　　目

市
区
町
村
分

直
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援等事業

個別
実施
の場
合

(1)就労準備支援事業

(2)家計相談(改善)支援事業

一体
実施
の場
合

(3)就労準備支援事業（上半期分）

(4)家計相談支援事業（上半期分）

(5)三事業一体的実施の場合（下半期分）

(6)  計

(7)被保護者就労準備支援等事業
　（別添）

(8)一時生活支援事業

(9)生活困窮世帯の子どもに対する
学習支援事業

(10)福祉事務所未設置町村による相談事業

(11)その他生活困窮者の自立の促進
   を図るために必要な事業

計

(12)地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

小　　　計

合　　　　　計

間
　
接
　
補
　
助

生活困窮者就労準備支援等事業

(17)その他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業

計

生
活
保
護
適
正
化
等
事
業

(13)生活保護適正実施推進事業（別添）

(14)自立支援プログラム策定実施推進事業

(15)地域福祉増進事業

(16)中国残留邦人等地域生活支援事業

生活保護適
正化等事業

計

(19)地域福祉増進事業

（注）１　Ｆ欄には、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない方の額を記入すること。

(18)被保護者就労準備支援等事業（別添）

　　　２ 　(1)から(16)については、Ｈ欄にはＦ欄の額を、Ｉ欄にはＨ欄の額に別表に定めるそれそれの補助率を乗じて得た額を記載すること。
　　　　　また、(17)から(19)については、Ｈ欄にはＦ欄とＧ欄とを比較して少ない額を記載すること。（ただし、千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。）

　　  ３ 　(７)、（13）及び（18)のＡ欄からＩ欄は、別添の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）」に倣って記載すること。

　　　４　 (3)から(5)を除き、Ｉ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。(3)から(5)は、端数切り捨て前の金額を記載すること。

　　　　　なお、(6)のＩ欄には、(3)から(5)の端数切り捨て前の金額を合計した後に、千円未満の端数を切り捨てた金額を記載すること。

　総　　　　　計



市（区）町村名

総事業費
寄付金その他

の収入額
差引額

対象経費の
支出予定額

基準額 選定額
市区町村
補助額

国庫補助
基本額

国庫補助
所要額

　 　 　 　 　
　

Ａ Ｂ (Ａ－Ｂ)Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ

小　　　計

間接補助
生活困窮者就労
準備支援等事業

被保護者就労準
備支援等事業

（記入要領）

 Ａ～Ｉ欄の項目は、原則として各事業の協議書に従って記入すること。

【直接補助事業について】

（１）Ｆ欄は、Ｃ欄とＤ欄とＥ欄を比較していずれか少ない額を記入すること。ただし、「小計」のＦ欄については、各事業の選定額を積み上げた金額を記入すること。

（２）Ｈ欄は、Ｆ欄の額を記入すること。

（３）Ｉ欄は、Ｈ欄の額にそれぞれの補助率を乗じて得た額を記入すること。（千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。）

【間接補助事業について】　※「直接補助事業について」の（１）及び（３）は、間接補助事業についても同様の取扱いとする。

（１）Ｈ欄は、Ｆ欄とＧ欄とを比較して少ない額を記入すること。

別添

平成　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金精算書（被保護者就労準備支援等事業及び生活保護適正実施推進事業分）

（単位：円）

区　　分
種　　目

居宅生活移行支援事業

関係職員等研修・啓発事業及び
個別支援プログラム実施事業
（補助率１０／１０分を除く）

関係職員等研修・啓発事業
（補助率１０／１０分）

小　　　計

居宅生活移行支援事業

業務効率化事業
（補助率２／３分）

直接補助

生活困窮者就労
準備支援等事業

被保護者就労準
備支援等事業

被保護者就労準備支援事業

生活保護適
正化等事業

生活保護適正実
施推進事業

業務効率化事業
（補助率１／２分）

医療扶助適正化等事業
（補助率７／８分）

上記以外の生活保護適正実施推進事業

医療扶助適正化等事業
（補助率１０／１０分）

被保護者家計相談支援事業



２　支出済額内訳書

（１）生活困窮者就労準備支援等事業

市区町村　名

(単位：円)

種目・事業名等

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（注）１　支出済額の合計金額と別紙１のＤ（対象経費の支出済額）の金額は一致すること。

　　　２　要綱別紙様式（所要額算出内訳書）に記載した順に事業を並べて記載すること。

　　　３　直接補助事業、間接補助事業及びその他生活困窮者の自立の促進を図る事業は、
　　　　　様式を分けて記載すること。

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



（2）地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

市区町村　名

(単位：円)

種目・事業名等

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

合計

（注）１　支出済額の合計金額と別紙１のＤ（対象経費の支出済額）の金額は一致すること。

　　　２　地域力強化推進事業と多機関の協働による包括的相談支援体制構築事業

　　　　はそれぞれの事業毎に記載すること。

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）



（３）生活保護適正実施推進事業

　　ア　業務効率化事業

市区町村名

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（　　　　）

　　　（補助率１／２分）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



　　イ　業務効率化事業

市区町村名

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（　　　　）

　　　（補助率２／３分）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



　　ウ　医療扶助適正化等事業

市区町村名

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（　　　　）

　　　（補助率７／８分）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



　　エ　医療扶助適正化等事業

市区町村名

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

　　　（補助率１０／１０分）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



市区町村名

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

支出済額内訳

（　　　　）

　　オ　上記以外の生活保護適正実施推進事業



（４）自立支援プログラム策定実施推進事業

市区町村名

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



（５）地域福祉増進事業

市区町村　名

(単位：円)

種目・事業名等

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（注）１　支出済額の合計金額と別紙１のＤ（対象経費の支出済額）の金額は一致すること。

　　　２　要綱別紙様式５の別紙（所要額算出内訳書）に記載した順に事業を並べて記載すること。

　　　３　直接補助事業及び間接補助事業は、様式を分けて記載すること。

　　　４　地域定着促進事業については、旅費・通信運搬費に関し、都道府県域を超えて業務を
　　　　　行う上で要したものと、都道府県内で業務を行う上で要したものとを区分けできる範囲で
　　　　　区分けし、記入すること。

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



（６）中国残留邦人等地域生活支援事業

市区町村名

(単位：円)

事業名

（実施期間） 科　　目 支出済額 積算内訳

計

計

計

計

合計

（注１）本表は実施主体ごとに作成する。

（　　　　）

（注２）同一事業内において、複数の事業内容を行った場合は事業内容毎に記入すること。
      （例えば、日本語交流事業にて、料理教室や健康教室等の複数の事業内容を行った場合は
       それぞれの事業内容毎に記入すること。）

支出済額内訳

（　　　　）

（　　　　）

（　　　　）



３　事業実績報告書

　 市区町村名

（注）１．同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

（１）その他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業
     ア　 ひきこもり対策推進事業

事業名 委託先 事業実績



　 市区町村名

（注）１．同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

（１）その他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業
     イ　 地域における生活困窮者支援等のための共助の基盤づくり事業

事業名
実施主体

（委託先）
事業実績



成果目標に対する進捗度合 ※　成果目標に対する事業の進捗度合を可能な限り
　定量的に記載すること。

第三者委員会等により評価結果 ※　第三者委員会等における評価結果の内容を記述
　すること。

今後の取組・見直し方針 ※　今年度の事業実施上の課題及びそれらを踏まえ
　た次年度以降の取組・見直し内容を記述すること。

今年度における取組内容 ※　今年度における取組内容を定性的に記述するこ
　と。

成果目標 ※　本事業を通じて、地域において解決すべき課題
　を目標として掲げ、可能な限り定量的に記述する
　こと。

地域福祉計画における
根拠規定

※　地域福祉計画における根拠規定の抜粋を記述す
　ること。地域福祉計画未策定又は改定中の場合に
　あっては、この限りではない。



（２）地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制構築事業

市町村名

（注）同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名
実施主体
（委託先）

事業実績



（３）地域福祉増進事業

　　　社会福祉法人指導監督事業

市区町村　名

（注）１　同じ事業については、別葉とならないよう配慮すること。

事業名 事業実績



（４）中国残留邦人等地域生活支援事業

　

市区町村　名

（注１）本表は実施主体ごとに作成する。

（注２）「事業名」の欄には、「中国残留邦人等地域生活支援事業の交付方針等について」の協議
　　　様式別紙２の「生活困窮者就労準備支援事業費等補助金所要額調書事業別内訳書」の事業名
      と一致させること。また、同一事業内において、複数の事業内容を行った場合は事業内容毎
　　　に記入すること。（例えば、日本語交流事業にて、料理教室や健康教室等の複数の事業内容
　　　を行った場合はそれぞれの事業内容毎に記入すること。）

（注３）「事業実績」の欄には、補助協議をした際に「中国残留邦人等地域生活支援事業の交付方
　　　針等について」の協議様式別紙３の「中国残留邦人等地域生活支援事業実施計画」の「３．
　　　事業計画」で記載した事項については、必ず記入すること。その他、必要な事項について記
　　　入すること。

事業名
実施主体

（委託先）
事業実績



別紙様式１４－１ 

 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

厚生労働大臣       殿 

 

 

住   所 

法 人 名 

代 表 者         印 

 

 

平 成  年 度 生 活 困 窮 者 就 労 準 備 支 援 事 業 費 等 補 助 金 

（介護のしごとの魅力発信等特別対策事業のうち介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事

業分）の事業実績報告について 

 

平成  年  月  日厚生労働省発社援    第  号をもって交付の決定を受けた標記補助

金に係る事業の実績報告について、次のとおり報告する。 

 

 

（１）平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護職のイメージ刷新等による人材確保対

策強化事業分）精算書（別記１） 

（２）対象経費支出済額算出明細書（別記２） 

（３）事業実施状況報告書（別記３） 

（４）収入支出決算（見込）書（抄本） 

（５）その他参考となる資料 

 

 

  



別記１

（円）

区分

総事業費

Ａ

寄付金
その他の
収入額

Ｂ

差　引　額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

対 象 経 費
支出済額

Ｄ

基　準　額

Ｅ

選　定　額
（ＤとＥとを
比較して少

ない方の額）
Ｆ

国庫補助
所要額

（ＣとＦとを
比較して少

ない方の額）
Ｇ

国　　庫
補 助 金
交　　付
決 定 額

Ｈ

国　　　庫
補 助 金
受 入 額

Ｉ

差 引 過
△不足額
（Ｉ－Ｇ）

Ｊ

（注）Ｇ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成　　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事業分）
精算書



区分 対象経費 費用の額 積算内訳・内容
報酬
賃金
共済費
報償費
旅費
原材料費
需用費
　 消耗品費
　 燃料費
 　食糧費
　 印刷製本費
   光熱水費
役務費
　 雑役務費
　 通信運搬費
   広告料
   手数料
 　保険料
使用料
賃借料
委託料
備品購入費

別記２　　介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事業対象経費支出済額算出明細書

○○事業

合計



別記3

代表者

所在地

事業担当者

連絡先

千円

事業の具体
的実施内容

事業の効果
（事業実施後
の検証結果

等）

協力団体・協力事業所

情報発信
事　業

配信回数 ページビュー

回 回

イベント
事　業

開催日／会場

介護職のイメージ刷新等による人材確保対策強化事業実施状況報告書

団体名称

参加者数／
参加者数（目標値）

メールアドレス

<事業概要・成果報告＞

国庫補助
精算額

事業
実施期間

平成       年　　　月　　　日　　から　　平成       年　　　月　　　日　まで



別紙様式１４－２ 

 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

厚生労働大臣       殿 

 

 

住   所 

法 人 名 

代 表 者         印 

 

 

平 成  年 度 生 活 困 窮 者 就 労 準 備 支 援 事 業 費 等 補 助 金 

（介護のしごとの魅力発信等特別対策事業のうち介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支

援等の体制整備事業分）の事業実績報告について 

 

平成  年  月  日厚生労働省発社援    第  号をもって交付の決定を受けた標記補助

金に係る事業の実績報告について、次のとおり報告する。 

 

 

（１）平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護福祉士を目指す外国人留学生等に対す

る相談支援等の体制整備事業分）精算書（別記１） 

（２）対象経費支出済額算出明細書（別記２） 

（３）事業実施状況報告書（別記３） 

（４）収入支出決算（見込）書（抄本） 

（５）その他参考となる資料 

 

  



別記１

（円）

区分

総事業費

Ａ

寄付金
その他の
収入額

Ｂ

差　引　額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

対 象 経 費
支出済額

Ｄ

基　準　額

Ｅ

選　定　額
（ＤとＥとを
比較して少

ない方の額）
Ｆ

国庫補助
所要額

（ＣとＦとを
比較して少

ない方の額）
Ｇ

国　　庫
補 助 金
交　　付
決 定 額

Ｈ

国　　　庫
補 助 金
受 入 額

Ｉ

差 引 過
△不足額
（Ｉ－Ｇ）

Ｊ

介護福祉士を目
指す外国人留学
生等に対する相
談支援等体制整
備事業

（注）Ｇ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成　　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支援等体制整備事業分）
精算書



区分 費用の額 積算内訳・内容

報酬

賃金

共済費

報償費

旅費

需用費

　 消耗品費

　 燃料費

 　食糧費

　 印刷製本費

   光熱水費

役務費

　 通信運搬費

   手数料

 　保険料

使用料

賃借料

委託料

備品購入費

合計

別記２　　介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支援等体制整備事業対象経費支出済額算出明細書



別記3

代表者

所在地

事業担当者

連絡先

千円

事業
実施期間

平成       年　　　月　　　日　　から　　平成       年　　　月　　　日　まで

事業の具体
的実施内容

事業の効果
（事業実施後
の検証結果

等）

メールアドレス

<事業概要・成果報告＞

国庫補助
精算額

介護福祉士を目指す外国人留学生等に対する相談支援等体制整備事業実施状況報告書

団体名称



別紙様式１４－３ 

 

 

番         号 

平成  年  月  日 

 

厚生労働大臣       殿 

 

 

住   所 

法 人 名 

代 表 者         印 

 

 

平 成  年 度 生 活 困 窮 者 就 労 準 備 支 援 事 業 費 等 補 助 金 

（介護技能評価試験等実施事業分）の事業実績報告について 

 

平成  年  月  日厚生労働省発社援    第  号をもって交付の決定を受けた標記補助

金に係る事業の実績報告について、次のとおり報告する。 

 

 

（１）平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護技能評価試験等実施事業分）精算書（別

記１） 

（２）対象経費支出済額算出明細書（別記２） 

（３）事業実施状況報告書（別記３） 

（４）収入支出決算（見込）書（抄本） 

（５）その他参考となる資料 

 

 

 



別記１

（円）

区分

総事業費

Ａ

寄付金
その他の
収入額

Ｂ

差　引　額
（Ａ－Ｂ）

Ｃ

対 象 経 費
支出済額

Ｄ

基　準　額

Ｅ

選　定　額
（ＤとＥとを
比較して少

ない方の額）
Ｆ

国庫補助
所要額

（ＣとＦとを
比較して少

ない方の額）
Ｇ

国　　庫
補 助 金
交　　付
決 定 額

Ｈ

国　　　庫
補 助 金
受 入 額

Ｉ

差 引 過
△不足額
（Ｉ－Ｇ）

Ｊ

介護技能評価試
験等実施事業

（注）Ｇ欄に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てること。

平成　　　年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（介護技能評価試験等実施事業分）
精算書



区分 費用の額 積算内訳・内容

報酬

給料

職員手当

賃金

共済費

報償費

旅費

原材料費

需用費

　 消耗品費

　 燃料費

 　食糧費

　 印刷製本費

   光熱水費

役務費

　 雑役務費

　 通信運搬費

   手数料

   広告料

 　保険料

使用料及び賃借料

委託料

備品購入費

合計

別記２　　介護技能評価試験等実施事業対象経費支出済額算出明細書



別記3

代表者

所在地

事業担当者

連絡先

千円

注）なお、詳細な事業実績報告については、別に定める方法により提出すること。

メールアドレス

<事業概要・成果報告＞

国庫補助
精算額

事業
実施期間

平成       年　　　月　　　日　　から　　平成       年　　　月　　　日　まで

事業の具体
的実施内容

事業の成果

介護技能評価試験等実施事業実施状況報告書

団体名称



別紙様式１５ 

番       号  

 

 

 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付額確定通知書 

 

 

 

市 （ 区 ） 町 村   

 

 

 

 平成  年  月  日第    号で交付決定された平成  年度生活困窮者就労準

備支援事業費等補助金については、平成  年  月  日第    号事業実績報告に

基づき、平成  年  月  日第    号をもって交付額が金    円に確定され

たので通知する。 

 

 

（超過交付額が生じた場合） 

 なお、超過交付となった金    円については、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）第 18 条第２項の規定により平成  年   

月  日までに返還することを命ぜられたので併せて通知する。 

 

 

 

  平成  年  月  日 

 

 

 

都 道 府 県 知 事       

 

 



別紙様式１６ 
 

番         号 
平成  年  月  日 

 
厚生労働大臣     殿 
 
 

都 道 府 県 知 事 
指 定 都 市 市 長 

 
 

平成  年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 
（地域福祉増進事業分）返還について 

 
 

標記について、平成 年度生活困窮者就労準備支援事業費等補助金交付要綱７の（10）
により下記のとおり報告する。 
 
 
 
１ 対象となる資金の種類                 ●●●●資金分 
 
２ 平成 年度末現在保有資金額          金         円 
 
３ 国庫補助返還額                金         円 
 
４ 国庫補助の返還理由と返還額の算出根拠 
 
 
 
 
 
５ その他参考となる書類 
 
 


